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カタログ利⽤の⼿引き
本カタログでは農業を営まれる⽅の経営発展に役⽴つ主な⽀援策を紹介
します。

中項⽬番号︓
項⽬毎に番号をつけています。

中項⽬名︓
活⽤できる場⾯を記載しています。

⼤項⽬名︓
課題テーマ毎に分けています。

対象者タブ②︓認定農業者、認定
新規就農者が⽀援対象や採択の
ポイントアップ対象になっている場合
に⾊をつけています。

対象者タブ①︓⽀援対象（個⼈、
法⼈、集落営農、地域）に応じて
⾊をつけています。

⽀援⽅法タブ︓⽀援⽅法（補助
⾦等、出融資、税制、その他）に
応じて⾊をつけています。

⽀援内容︓
⽀援内容について説明しています。

事業・制度等の名称︓
⽀援する事業や制度の名称です。

対象者となる⽅︓対象者について
具体的に記載しています。

⽀援内容︓
⽀援内容について具体的に記載
しています。

特徴︓
⽀援の特徴を紹介しています。

関連事業︓
関連する施策がある場合に紹介
しています。

お問い合わせ先︓
事業の担当の連絡先です。
ご不明なことがあればこちらに
お問い合わせください。

ご利⽤に当たっての留意事項

ページ番号︓ページ番号を振ってい
ますので、次ページの「もくじ」から
該当ページを探すことができます。

本カタログの内容は、2023年度予算を中⼼として、2023年4⽉時点の内容を紹介
しているものです。
今後、内容に変更がある得ることや事業によっては募集を終了しているものがあること
をあらかじめご了承ください。
事業内容や利⽤⽅法の詳細については、各施策ごとに掲載している「お問い合わせ
先」にご確認をお願いします。



もくじ
項⽬
番号 中項⽬名 該当

ページ 事業・制度等の名称

「⼈と農地の問題」の解決

1 地域の抱える「⼈と農地の問題」の解決策を話し
合いたい P.5 地域計画策定推進緊急対策事業

2 ⽬標地図に基づき、農地の集積・集約化を進めた
い

P.6 農地中間管理事業
P.7 機構集積協⼒⾦

3 荒廃農地を活⽤したい

P.8
多⾯的機能⽀払交付⾦
中⼭間地域等直接⽀払交付⾦
農地耕作条件改善事業

P.9 農⼭漁村振興交付⾦（農⼭漁村発イノベーション対策のうち定住促進・交
流対策型、農福連携型）

P.10

畜産⽣産⼒・⽣産体制強化対策事業のうち放牧活⽤型持続的畜産⽣産
推進
農地中間管理機構関連農地整備事業
中⼭間地域農業農村総合整備事業
農業競争⼒強化農地整備事業
農⼭漁村地域整備交付⾦（農地整備事業）

P.11
⽔利施設整備事業
畑地帯総合整備事業
農⼭漁村地域整備交付⾦（⽔利施設等整備事業）

P.12 農⼭漁村地域整備交付⾦（農村集落基盤再編・整備事業）
P.13 農⼭漁村振興交付⾦（最適⼟地利⽤対策）
P.14 遊休農地解消緊急対策事業

4 耕作条件を改善したい P.15 農地耕作条件改善事業

5 基盤整備を⾏いたい
P.16
P.17

農地中間管理機構関連農地整備事業
農業競争⼒強化農地整備事業
⽔利施設整備事業
畑地帯総合整備事業
農地耕作条件改善事業
農業⽔路等⻑寿命化・防災減災事業
農業基盤整備促進事業
農⼭漁村地域整備交付⾦
中⼭間地域農業農村総合整備事業
農⼭漁村振興交付⾦（情報通信環境整備対策、農⼭漁村発イノベー
ション対策のうち定住促進・交流対策型）

6 基盤整備に伴う費⽤負担を減らしたい P.18
農家負担⾦軽減⽀援対策事業
経営体育成促進事業

⼈材を育成・確保

7 新たに農業を始めたい

P.19 新規就農者育成総合対策のうち農業⼈材確保推進事業、農業経営・就
農⽀援体制整備推進事業のうち経営・就農サポート事業

P.19 新規就農者育成総合対策のうち農業⼈材確保推進事業
P.20 新規就農者育成総合対策のうち就農準備資⾦
P.21 新規就農者育成総合対策のうち経営開始資⾦
P.22 新規就農者育成総合対策のうち経営発展⽀援事業
P.23 ⻘年等就農資⾦

8 新たな⼈材を確保したい

P.24 雇⽤就農資⾦（雇⽤就農者育成・独⽴⽀援タイプ）
P.25 雇⽤就農資⾦（次世代経営者育成タイプ）
P.26 農業労働⼒確保⽀援事業

P.27 新規就農者育成総合対策のうちサポート体制構築事業

P.28 新規就農者育成総合対策のうち農業教育⾼度化事業
9 経営体の魅⼒を発信したい P.29 農業の「働き⽅改⾰」実⾏宣⾔

10 農福連携に取り組みたい P.30 農⼭漁村振興交付⾦（農⼭漁村発イノベーション対策（農福連携
型））
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項⽬
番号 中項⽬名 該当

ページ 事業・制度等の名称

経営継承を⽀援
11 経営継承した後の経営を発展させたい P.31 経営継承・発展等⽀援事業
12 経営を継承する⼈材を確保・育成したい P.32 雇⽤就農資⾦（新法⼈設⽴⽀援タイプ）

13 経営継承に必要となる資⾦を借りる際の負担を減
らしたい P.33 農業経営継承保証保険⽀援事業

14
地域の畜産⽣産基盤強化のため、
後継者のいない畜産経営の畜舎等の継承に取り
組みたい

P.34 畜産・酪農収益⼒強化整備等特別対策事業（畜産クラスター事業）のう
ち畜産経営基盤継承⽀援事業

15 農業の⽣産基盤強化のため、後継者のいないハウ
ス、樹園地、農業機械の継承に取り組みたい P.35 産地⽣産基盤パワーアップ事業のうち⽣産基盤強化対策

16 経営継承する際に活⽤できる⽀援策を知りたい
P.36 事業承継・引継ぎ補助⾦

P.37 経営承継円滑化法による遺留分に関する⺠法の特例
P.38 中⼩企業の経営資源の集約化に資する税制

17 経営継承のためのアドバイスを受けたい P.39
農業経営・就農サポート推進事業

（参考）経営継承に活⽤できるパンフレット

18 後継者に事業⽤資産を承継する際に活⽤できる
税制について知りたい P.40

農地の贈与・相続に係る特例措置

個⼈版事業承継税制

19 後継者に株式を承継する際に活⽤できる税制につ
いて知りたい P.41 法⼈版事業承継税制

資⾦の確保

26 農業⽤機械・施設の整備などに必要な資⾦を借り
たい

P.48

スーパーＬ資⾦
経営体育成強化資⾦
農業改良資⾦
農林漁業施設資⾦
農業近代化資⾦

P.49

スーパーＬ資⾦
農業近代化資⾦
農業経営基盤強化資⾦利⼦助成⾦等交付事業
農業近代化資⾦保証料助成⾦交付事業
担い⼿経営発展⽀援⾦融対策事業

27 資⾦繰りのための短期運転資⾦を借りたい
P.50

スーパーS資⾦

28 農業法⼈の経営強化の取組に対して資⾦の出資
を受けたい 農林漁業法⼈等投資育成制度

機械・施設の導⼊
29 経営改善に必要な農業⽤機械・施設を導⼊した

い P.51 農地利⽤効率化等⽀援交付⾦

30 産地全体の収益性向上のために必要な機械導
⼊や施設整備等をしたい P.52 産地⽣産基盤パワーアップ事業のうち収益性向上対策

31 カントリーエレベーターや選果場など産地基幹施設
を整備したい P.53 強い農業づくり総合⽀援交付⾦のうち産地基幹施設等⽀援タイプ

32 輸出の拡⼤に必要な集出荷貯蔵施設・処理加
⼯施設等の産地基幹施設を整備したい P.54 農産物等輸出拡⼤施設整備事業のうち輸出対応型施設の整備

33
海外や加⼯・業務⽤等の新市場への対応に向け
た供給調整機能等の強化のため、機械導⼊や施
設整備等をしたい

P.55 産地⽣産基盤パワーアップ事業のうち新市場対応に向けた拠点事業者の
育成及び連携産地の体制強化

34
安定的な⽣産・供給の実現に向けた供給調整機
能等の強化のため、機械導⼊や施設整備等をし
たい

P.56 強い農業づくり総合⽀援交付⾦のうち⽣産事業モデル⽀援タイプ

35 機械や設備を取得する場合に活⽤できる補助⾦
について知りたい P.57 ものづくり・商業・サービス補助⾦

36 ITツールを導⼊する場合に活⽤できる補助⾦につ
いて知りたい P.58 IT導⼊補助⾦

37 機械や設備を取得する場合に活⽤できる税制に
ついて知りたい

P.59 中⼩企業経営強化税制等
P.60 農業経営基盤強化準備⾦制度

経営発展に向けた取組
20 認定農業者になりたい P.42 認定農業者制度

21 集落営農組織を活性化させたい P.43 集落営農活性化プロジェクト促進事業

22 農業経営のアドバイスを受けたい P.44 農業経営・就農サポート推進事業

23 スマート農業や有機農業などの新たな技術を学び
直したい P.45 新規就農者育成総合対策のうち農業者キャリアアップ⽀援事業

24 中⼭間地域の所得向上を図りたい P.46 中⼭間地域所得確保推進事業

25 ⻘⾊申告制度のメリットについて知りたい P.47 ⻘⾊申告制度
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48 野菜等の施設栽培の⽣産性を⾼めたい P.78 スマートグリーンハウスへの転換促進
（データ駆動型農業の実践体制づくり⽀援）
（強い農業づくり総合⽀援交付⾦）

49 茶の改植や茶の有機栽培、輸出向けの茶の⽣産
等に取り組みたい P.79 持続的⽣産強化対策事業のうち茶・薬⽤作物等地域特産作物体制強

化促進
50 花きの⽣産を拡⼤したい P.80 ジャパンフラワー強化プロジェクト推進

51 畜産・酪農の収益⼒を⾼めたい

P.81 畜産・酪農収益⼒強化整備等特別対策事業（畜産クラスター事業）

P.82

畜産・酪農収益⼒強化整備等特別対策事業（畜産クラスター事業）の
うち畜産経営基盤継承⽀援事業
畜産・酪農収益⼒強化整備等特別対策事業（畜産クラスター事業）の
うち⽣産基盤拡⼤加速化事業

P.83
畜産経営体質強化⽀援資⾦融通事業
乳⽤⽜・繁殖⽜増頭資⾦確保円滑化事業

52 畜産・酪農経営に安定して取り組みたい

P.84
加⼯原料乳⽣産者補給⾦
加⼯原料乳⽣産者経営安定対策事業

P.85 酪農緊急パワーアップ事業
P.86 酪農経営⽀援総合対策事業

P.87
⾁⽤⽜⼦⽜⽣産者補給⾦、⾁⽤⽜肥育経営安定交付⾦（⽜マルキ
ン）
⾁⽤⽜経営安定対策補完事業

P.88
⾁豚経営安定交付⾦（豚マルキン）
養豚経営安定対策補完事業

P.89 鶏卵⽣産者経営安定対策事業
53 国産チーズの競争⼒を強化したい P.90 国産乳製品等競争⼒強化対策事業
54 国産飼料の⽣産・利⽤を拡⼤したい P.91 国産飼料の⽣産・利⽤拡⼤の推進
55 養蜂を振興、花粉交配に昆⾍を活⽤したい P.93 持続的⽣産強化対策事業のうち養蜂等振興強化推進事業

56 持続的な畜産物⽣産に取り組みたい

P.94 環境負荷軽減型持続的⽣産⽀援
P.94 畜産⾼度化⽀援リース事業
P.95 畜産経営体⽣産性向上対策事業
P.96 畜産⽣産⼒・⽣産体制強化対策事業
P.96 国内肥料資源利⽤拡⼤対策事業のうち畜産環境対策総合⽀援事業

57 GAPに取り組みたい、GAP認証を取得したい P.86
グローバル産地づくり緊急対策事業のうち
有機JAS認証、GAP認証取得等⽀援事業
持続的⽣産強化対策事業のうちGAP拡⼤推進加速化事業

項⽬
番号 中項⽬名 該当

ページ 事業・制度等の名称

安定した農畜産物の⽣産

38 ⽶、⻨、⼤⾖などを安定的に⽣産したい

P.61 経営所得安定対策
P.62 ⽔⽥活⽤の直接⽀払交付⾦
P.63 畑地化促進事業
P.64 畑作物産地形成促進事業
P.65 コメ新市場開拓等促進事業
P.66 ⼩⻨・⼤⾖の国産化の推進
P.67 ⻨・⼤⾖収益性・⽣産性向上プロジェクト

39 ⽔⽥で⾼収益作物や⼦実⽤とうもろこしを⽣産し
たい P.68 ⽔⽥農業の⾼収益化の推進

40 野菜を安定的に⽣産したい P.69 野菜価格安定対策事業
41 国内資源を活⽤した肥料を⽣産・活⽤したい P.70 国内肥料資源利⽤拡⼤対策事業

43
果樹の省⼒樹形や優良品⽬・品種の導⼊、⼩規
模な園地整備、防⾵ネット等の設備の導⼊をした
い

P.72 果樹農業⽣産⼒増強総合対策のうち果樹経営⽀援対策事業、果樹未収
益期間⽀援事業

P.73 産地⽣産基盤パワーアップ事業のうち園芸作物等の先導的取組⽀援（果
樹）

44 ⽣産性の⾼い果樹園地をつくりたい P.74 果樹農業⽣産⼒増強総合対策のうち未来型果樹農業等推進条件整備
事業

45 果樹の新たな担い⼿を確保するための園地整備を
したい P.75 果樹農業⽣産⼒増強総合対策のうち未来型果樹農業等推進条件整備

事業（担い⼿育成型）
46 施設園芸及び茶における燃料価格⾼騰の影響を

緩和し、経営の安定を図りたい P.76 施設園芸等燃料価格⾼騰対策

47 新しく園芸産地をつくりたい P.77 持続的⽣産強化対策事業のうち時代を拓く園芸産地づくり⽀援
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項⽬
番号 中項⽬名 該当

ページ 事業・制度等の名称

環境への取組
61 未利⽤資源等を活⽤してバイオ燃料を製造したい P.110 ⽣産製造連携事業

62 環境にやさしい農業や有機農業に取り組みたい

P.111 環境保全型農業直接⽀払交付⾦

P.112
みどりの⾷料システム戦略推進総合対策のうち有機農業推進総合対策事
業
グローバル産地づくり緊急対策事業のうち有機JAS認証、GAP認証取得等
⽀援事業

63 地域共同で農地、⽔路、農道等の地域資源の保
全管理等に取り組みたい

P.113 中⼭間地域等直接⽀払交付⾦
P.114 多⾯的機能⽀払交付⾦

64 野⽣⿃獣による農作物被害の低減やジビエ利活
⽤を推進したい P.115 ⿃獣被害防⽌総合対策交付⾦

65 再⽣可能エネルギーに取り組みたい P.116 地域資源活⽤展開⽀援事業営農型太陽光発電取組⽀援ガイドブック
66 農作物残渣等を活⽤してエネルギーを製造したい P.104 みどりの⾷料システム戦略推進総合対策のうちバイオマス地産地消対策

67
化学肥料や化学農薬の使⽤低減に役⽴つ機械
等を取得する場合に活⽤できる税制について知り
たい

P.118 みどり投資促進税制

⾃然災害、収⼊減少への備え
68 農業経営の様々なリスクに備えたい P.119 農業保険（収⼊保険）
69 ⾃然災害による園芸施設の損害に備えたい P.121 農業保険（農業共済（園芸施設共済））

70 ⾃然災害による収穫量等の減少に備えたい P.122 農業保険（農業共済（農作物共済、果樹共済、畑作物共済、家畜共
済））

71 ⾃然災害等による被害から経営を早期に⽴て直
したい P.123 「⾃然災害等のリスクに備えるためのチェックリスト」と「農業版BCP」

その他の⽀援
72 ⽼後資⾦の充実を図りたい P.124 農業者年⾦事業

73 インボイス制度に対応するために活⽤可能な⽀援
制度について知りたい

P.125 インボイス制度のポイント
P.126 IT導⼊補助⾦（デジタル化基盤導⼊類型）

74 退職⾦制度を整備するために活⽤可能な制度に
ついて知りたい P.127 ⼩規模企業共済中⼩企業退職⾦共済制度

75 農泊をはじめたい P.128 農⼭漁村振興交付⾦（農⼭漁村発イノベーション対策のうち農泊推進型）
76 農林畜⽔産物等の販路の開拓を⾏いたい P.129 農林⽔産業流通マッチングナビ 「アグリーチ」

（まるみえアグリ（農林⽔産「⾒える化」シリーズ））
77 ⽣産体制の合理化、出荷作業及び流通の合理

化を実践したい P.130 産地⽣産基盤パワーアップ事業のうち国産シェア拡⼤対策（園芸作物）

78 肥料や農薬等の農業資材の調達を⾒直したい
安くてサービスのいい資材販売事業者を探したい P.131 農業資材⽐較サービス「AGMIRU」（アグミル）（まるみえアグリ（農林⽔産「⾒える化」シリーズ））

79 研究成果や研究者の情報を⼿軽に⼊⼿したい P.132 農業研究⾒える化システム 「アグリサーチャー」
（まるみえアグリ（農林⽔産「⾒える化」シリーズ））

80 中⼭間地の特⾊を活かした経営を展開したい P.133 中⼭間地農業ルネッサンス事業

81 農業経営に関する情報をタイムリーに知りたい P.134
【スマホアプリ】MAFFアプリ
【Facebook】農⽔省・農業経営者net
【メールマガジン】農業担い⼿メールマガジン

82 農作業の受託や機械のシェアリング（共同利⽤）
等の農業⽀援サービス事業を活⽤したい P.135 農業⽀援サービス事業育成対策

農政に関する現場でのご相談先 【地⽅参事官】
83 農政に関する相談や事業や制度についての質問が

したい P.136 農林⽔産省 地⽅参事官ホットライン

⾼付加価値化・輸出の取組

58 農林⽔産物等の加⼯・販売のために必要な機械・
施設を導⼊したい

P.98 農⼭漁村振興交付⾦（農⼭漁村発イノベーション対策のうち産業⽀援
型）

P.99 農⼭漁村振興交付⾦（農⼭漁村発イノベーション対策のうち定住促進・交
流対策型）

59 新商品を開発し、販路の開拓を⾏いたい P.100 農⼭漁村振興交付⾦（農⼭漁村発イノベーション対策のうち農⼭漁村発イノベーション創出⽀援型）

60 農林⽔産物・⾷品を輸出したい

P.101 GFP（農林⽔産物・輸出プロジェクト）について
P.102 ＧＦＰグローバル産地づくり推進事業
P.103 戦略的輸出拡⼤サポート⽀援事業のうち、ジェトロによる事業者サポート

P.104
戦略的輸出拡⼤サポート⽀援事業のうち、ＪＦＯＯＤＯによるプロモーショ
ン
戦略的輸出拡⼤サポート事業のうち、分野・テーマ別海外販路開拓対策事
業

P.105 「⽇本の⾷品輸出EXPO」について
P.105 輸出環境整備推進事業
P.106 施設認定等検査⽀援事業
P.107 輸出環境整備推進事業のうち国際認証資格取得等⽀援事業
P.109 ⾷品産業の輸出向けHACCP等対応施設整備事業
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・対象となる地域は中山間地域等における複数集落
・事業実施は、２年以上５年以内
・農用地の粗放的利用の取組（放牧、 蜜源作物、省力作物、景観作物等の作付け、緩衝帯整備、計画的な植林など）
を１つ以上行うこと

「人と農地の問題」の解決

新認 地域 出融資集落営農法人 補助金等個人 その他認 税制

【事業名︓農山漁村振興交付金（最適土地利用総合対策）】

⑧中山間地域等における農用地保全に必要な地域ぐるみの話合いによる最適な土地
利用構想の策定、基盤整備等の条件整備、鳥獣被害防止対策、粗放的な土地利
用等を総合的に支援します。

個人

対象となる方

都道府県、市町村、農業委員会、農業協同組合、土地改良区、地域協議会、地域運営組織、農地中間管理機構

支援内容

特徴

お問い合わせ先 ・最寄りの農政局、都道府県、市町村
・農林水産省担当課：農村振興局地域振興課荒廃農地活用推進班 （TEL：03-6744-2665）

○最適土地利用総合対策（補助率：定額、5.5/10等）
地域ぐるみの話合いにより、営農を続けて守るべき農地、粗放的利用を行う農地等を区分し、実証的な取組を行いつつ、

土地利用構想図を作成し、その実現に必要な農用地保全のための活動経費、基盤整備や施設整備費等を支援

Step ２

地域ぐるみの話合いにより、営農を続けて守るべき農地、粗放的な利用を行う農地等を
区分し、実証的な取組を実施

【地域ぐるみでの話合い】

【土地利用構想の概定】
【農用地保全の実証的な取組】

Step １

長大法面の芝生化 放牧

土地利用構想を策定し、農用地保全のための条件整備や各種取組を選択・実施

【農用地保全に資する
基盤整備】

【粗放的利用のための
条件整備】

【農業用ハウスの整備】
伐根・整地 水路の補修・整備

【鳥獣緩衝帯】【蜜源作物の作付け】 【計画的な植林】

粗放的な利用による
農業生産
上限10,000円/10a/年

農業生産の再開が容易な土地利用等
上限5,000円/10a/年

省力化機械の導入

農
用
地
保
全
の
た
め
の
多
様
な
取
組
を
総
合
的
に
支
援

【先進地視察】 【体制整備】

【土地利用構想の策定】

Step 2

▶ ② 農用地保全のための基盤整備、
農業環境整備（農業用ハウス、簡易
トイレ等）： ハード定率

（5.5/10等 上限2,000万円/年）

▶ ③粗放的利用支援
ソフト：上限10,000円/10a

又は 上限5,000円/10a
※ 営農定着のための支援として

最大３年間

【農用地保全等推進員の措置】
多様な農用地の活用にあたり、
技術や知識を有する者が
各種取組をコーディネート

（ソフト：上限250万円/年）
※ 活性化計画を作成、

又は作成することが
確実である場合。

Step 1

３年以内に
地域における土地利用構想を策定

▶ ①ソフト：上限 1,000万円/年
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29



30



31



32



33



34



35



36



37



38



39



40



41



42



43



44



45



46



47



48



49



50



51



52



53



54



55

GAP

JA



56

GAP

JA



57



58



59



60



61

38

【事業名︓経営所得安定対策】

⽶、⻨、⼤⾖等の作物を⽣産される農家の皆さんの経営安定を⽀援します。

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

⽶、⻨、⼤⾖などを安定的に⽣産したい

安定した農畜産物の
⽣産

お問い合わせ先 ・最寄りの地域農業再⽣協議会、地⽅農政局（無料相談 TEL︓0120-38-3786）
・農林⽔産省担当課︓農産局穀物課経営安定対策室 （TEL︓03-3502-5601）

対象となる⽅

⽀援内容

特徴

認定農業者、集落営農、認定新規就農者（いずれも規模要件はありません。）

○畑作物の直接⽀払交付⾦（ゲタ対策）
諸外国との⽣産条件の格差による不利がある畑作物（⻨、⼤⾖、てん菜、でん粉原料⽤ばれいしょ、そば、なたね）を

⽣産する農業者に対して、経営安定のための交付⾦（標準的な⽣産費と標準的な販売価格の差額）を直接交付しま
す。

○⽶・畑作物の収⼊減少影響緩和交付⾦（ナラシ対策）
収⼊減少による農業経営への影響を緩和するため、⽶、⻨、⼤⾖等の当年産の販売収⼊の合計が、標準的収⼊を下

回った場合に、その差額の９割を補塡します。補塡の財源は、農業者と国が１対３の割合で負担します。

＜⽶・畑作物の収⼊減少影響緩和交付⾦のイメージ＞

数量払︓⽣産量と品質に
応じて交付

⾯積払︓当年産の作付⾯
積に応じて数量払
の先払いとして交付

＜畑作物の直接⽀払交付⾦のイメージ＞

面積払

数量払

収量

交
付
金
額標準的

な販売
価格

標準的
な生産
費

ゲタ
交付
単価

差
額

都道府県等地域単位

対象農産物の
10a当たり

標準的収⼊額

対象農産物の
10a当たり

当年産収⼊額直近５年の
うち、最⾼・
最低を除く
３年の平均
収⼊

⽶の⽣産⾯積

⻨の⽣産⾯積

⼤⾖の⽣産⾯積

؞
؞
؞

農業者単位

×

×

×

農業者毎の
標準的収⼊額

農業者毎の
当年産収⼊額

農業者
【１】

国
【３】 収⼊減の

９割を補てん

（合算相殺）
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【事業名︓⽔⽥活⽤の直接⽀払交付⾦】

⽔⽥を活⽤した戦略作物（⻨、⼤⾖、⽶粉⽤⽶等）等の⽣産に対して交付⾦を
交付します。

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

安定した農畜産物の
⽣産

対象となる⽅

⽀援内容

販売⽬的で対象作物を交付対象⽔⽥※で⽣産（耕作）する販売農家・集落営農

お問い合わせ先

(１) 戦略作物助成
○ ⽔⽥を活⽤して、⻨、⼤⾖、飼料作物、ＷＣＳ⽤稲、加⼯⽤⽶、飼料⽤⽶、⽶粉⽤⽶を⽣産する農業者を⽀援します。

(２) 産地交付⾦
○ 「⽔⽥収益⼒強化ビジョン」に基づく、地域の特⾊を活かした魅⼒的な産地づくりに向けた取組を⽀援します。
○ 国から都道府県に対して配分する資⾦枠の範囲内で、都道府県や地域農業再⽣協議会が助成内容
（対象作物・単価等）を設定できます（⼀定割合以上は都道府県段階で助成内容を決定）。

○ また、当年産の以下の取組に応じて、都道府県に対して資⾦枠を追加配分します。

(３) 都道府県連携型助成
○ 都道府県が転換作物を⽣産する農業者を独⾃に⽀援する場合に、農業者ごとの前年度からの転換拡⼤⾯積に応じて、

都道府県の⽀援単価と同額（上限︓0.5万円/10a）で国が追加的に⽀援します。

(４) 畑地化促進助成（令和４年度補正予算と併せて実施）
○ ⽔⽥の畑地化や畑地化後の畑作物の定着までの⼀定期間の⽀援のほか、農地利⽤の団地化等に向けた関係者間の

調整や種⼦の確保、畑地化に伴う費⽤負担（⼟地改良区の地区除外決済⾦等）を⽀援します。
① 畑地化⽀援（⾼収益作物 ︓17.5万円/10a※４

畑作物（⾼収益作物以外）※５︓14.0万円/10a※６）
② 定着促進⽀援（①とセット）

ア ⾼収益作物（２万円（３万円※７）/10a×５年間）
イ 畑作物（⾼収益作物以外）※５（２万円/10a※６×５年間）

③ 産地づくり体制構築等⽀援
④ ⼦実⽤とうもろこし⽀援（1.0万円/10a）

単収
（kg/10a）

10.5万

8.0万

5.5万

+150-150

数量払いの単価（傾き）︓約167円/kg

標準
単収値※３

助成額
（円/10ａ）

※３︓地域農業再⽣協議会ごとに設定

＜飼料⽤⽶・⽶粉⽤⽶の収量と交付単価の関係＞

※１︓多年⽣牧草について、当年産において播種を⾏わず収穫のみを⾏う年は1万円/10aで⽀援
※２︓飼料⽤⽶の⼀般品種について、令和５年度については従来と同様。令和６年度から標準単価

を段階的に引き下げ、令和８年度において標準単価6.5万円/10a（5.5〜7.5万円/10a）と
する。

※4︓令和5年度までの時限単価

※5︓対象作物は、⻨、⼤⾖、飼料作物（牧草等）、
⼦実⽤とうもろこし、そば等

※6︓令和４年度補正予算における単価

※7︓加⼯・業務⽤野菜等の場合

取組内容 配分単価
そば・なたね、新市場開拓⽤⽶、地⼒増進作物の作付け（基幹作のみ） 2.0万円/10a
新市場開拓⽤⽶の複数年契約（３年以上の新規契約を対象に令和５年度に配分） 1.0万円/10a

・最寄りの地域農業再⽣協議会、地⽅農政局（無料相談 TEL︓0120-38-3786）
・農林⽔産省担当課︓農産局企画課 （TEL︓03-3597-0191）

対象作物 交付単価
⻨、⼤⾖、飼料作物 3.5万円／10ａ※１

ＷＣＳ⽤稲 8.0万円／10ａ
加⼯⽤⽶ 2.0万円／10ａ

飼料⽤⽶、⽶粉⽤⽶ 収量に応じ、
5.5万円〜10.5万円／10a※２

＜交付対象⽔⽥＞
・たん⽔設備（畦畔等）や⽤⽔路等を有しない農地は交付対象外
・現場の課題を検証しつつ、５年間で⼀度も⽔張り（⽔稲作付）が⾏われない農地は令和９年度以降は交付対象としない
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【事業名︓畑地化促進事業】

⽔⽥の畑地化や畑地化後の畑作物の定着までの⼀定期間の⽀援のほか、農地利⽤
の団地化等に向けた関係者間の調整や種⼦の確保、畑地化に伴う費⽤負担（⼟地
改良区の地区除外決済⾦等）を⽀援します。

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

対象となる⽅

安定した農畜産物の
⽣産

お問い合わせ先

⽀援内容

１ 畑地化⽀援

※１ 畑地化の取組は、交付対象⽔⽥から除外する取組を指す（地⽬の変更を求めるものではない）
※２ 令和５年度における取組が対象
※３ 令和４年度または５年度において、畑地化した⾯積全体が対象
※４ 加⼯・業務⽤野菜等の場合

最寄りの地域農業再⽣協議会、地⽅農政局（無料相談 TEL︓0120-38-3786）
農産局企画課 (03-3597-0191)

⽔⽥を畑地化して、ア．⾼収益作物 及び イ．畑作物（⾼収益作物以外）の本作化に取り組む
農業者を⽀援します。

２ 定着促進⽀援
ア ⾼収益作物【拡充】
⽔⽥を畑地化して、⾼収益作物の定着等に取り組む農業者を５年間、継続的に⽀援します。

イ 畑作物（⾼収益作物以外）【新規】
⽔⽥を畑地化して、⾼収益作物を除く畑作物（⻨、⼤⾖、飼料作物（牧草等）、⼦実⽤とうもろこし、

そば等）の定着等に取り組む農業者を５年間、継続的に⽀援します。

対象作物 １ 畑地化⽀援（※１，２） 2 定着促進⽀援（※３）

ア．⾼収益作物
（野菜、果樹、花き等）

17.5万円/10a
・ 2.0(3.0※４)万円/10a×５年間

または
・ 10.0(15.0※４)万円/10a（⼀括）

イ．畑作物
（⻨、⼤⾖、飼料作物
（牧草等）、⼦実⽤とうも

ろこし、そば等）
14.0万円/10a

・ 2.0万円/10a×５年間
または

・ 10.0万円/10a（⼀括）

３ 産地づくり体制構築等⽀援【新規】
畑作物の産地づくりに取り組む地域を対象に、関係者間の調整や⼟地改良区の地区除外決済⾦等を⽀援します。
① 産地づくりに向けた体制構築⽀援【新規】

畑作物の産地づくりに取り組む地域を対象に、団地化やブロックローテーションの体制構築等のための調整
（現地確認や打合せなど※５）や種⼦の確保等に要する経費を⽀援 （定額（１協議会当たり上限300万円））
※５ 畑地化（交付対象⽔⽥からの除外）に際しては、賃借⼈（耕作者）が⼟地所有者の理解を得ることが必要。地域再⽣協議会に

おいて、⼟地所有者を含めた地域の関係者に対する理解の醸成等の取組を進めていくことが重要。

② ⼟地改良区決済⾦等⽀援【新規】
令和５年度に畑地化に取り組むことを約束した農業者に対して、畑地化に伴い⼟地改良区に⽀払う必要が

⽣じた場合に、⼟地改良区の地区除外決済⾦等を⽀援（定額（ただし上限25万円/10a ））

販売農家・集落営農（メニュー３は農業再⽣協議会等が対象）
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【事業名︓畑作物産地形成促進事業】

実需者との結び付きの下で、⻨・⼤⾖、⾼収益作物、⼦実⽤とうもろこしの低コスト
⽣産等に取り組む⽣産者を⽀援します。

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

対象となる⽅

安定した農畜産物の
⽣産

お問い合わせ先

⽀援内容

① 対象作物︓令和５年産の⻨、⼤⾖、⾼収益作物（加⼯・業務⽤野菜等）、⼦実⽤とうもろこし
② 交付単価︓４万円/10a
③ 加算措置︓令和６年度に畑地化に取り組む場合、0.5万円/10aを加算 （畑地化加算）
④ 採択基準︓地域協議会単位で、取組⾯積等の評価基準（ポイント）に基づき、予算の範囲内で採択

＜留意事項＞
※１ 令和５年産の基幹作が対象です。
※２ 農業者等が実需者と販売契約を締結する⼜はその計画を有していることが必要です。
※３ ⻨、⼤⾖、⾼収益作物については、加⼯⽤等の⽤途指定があります。
※４ 本⽀援の対象となった⾯積は、令和５年度⽔⽥活⽤の直接⽀払交付⾦の戦略作物助成（⻨、⼤⾖、飼料作物

（⼦実⽤とうもろこし））の対象⾯積から除きます。

最寄りの地域農業再⽣協議会、地⽅農政局（無料相談 TEL︓0120-38-3786）
農産局企画課 (03-3597-0191)

⼟壌診断に基づく施肥

実需者ニーズに応えるための低コスト⽣産等の技術導⼊

⼤⾖300A技術［例］スマート農業機器の活⽤

畑作物の導⼊・定着に向けた取組

傾斜均平⼟層改良（客⼟）排⽔対策（明渠、暗渠）

【産地・実需協働プラン】
 産地と実需者が連携し、

⻨・⼤⾖、⾼収益作物、
⼦実⽤とうもろこしについて、
需要拡⼤のために必要な
⽣産対策や需要の創出・
拡⼤に係る取組内容、⽬
標等を盛り込んだ計画

⽀援イメージ

産地・実需協働プランに参画する⽣産者が、実需者ニーズに対応するための低コスト⽣産等の技術導⼊や
畑作物の導⼊・定着に向けた取組を⾏う場合に、取組⾯積に応じて⽀援します。

販売農家、集落営農
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【事業名︓コメ新市場開拓等促進事業】

実需者との結び付きの下で、新市場開拓⽤⽶、加⼯⽤⽶、⽶粉⽤⽶（パン・めん⽤
の専⽤品種）の低コスト⽣産等に取り組む⽣産者を⽀援します。

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

安定した農畜産物の
⽣産

お問い合わせ先

産地・実需協働プランに参画する⽣産者が、実需者ニーズに対応するための低コスト⽣産等の技術導⼊を⾏う
場合に、取組⾯積に応じて⽀援します。

＜留意事項＞
※１ 令和５年産の基幹作が対象です。
※２ 農業者等が実需者と販売契約を締結する⼜はその計画を有していることが必要です。
※３ 本⽀援の対象となった⾯積は、令和５年度⽔⽥活⽤の直接⽀払交付⾦の戦略作物助成（加⼯⽤⽶、⽶粉⽤⽶）

及び都道府県に対する産地交付⾦の取組に応じた追加配分（新市場開拓⽤⽶）の対象⾯積から除きます。

最寄りの地域農業再⽣協議会、地⽅農政局（無料相談 TEL︓0120-38-3786）
農産局企画課 (03-3597-0191)

① 対象作物︓令和５年産の新市場開拓⽤⽶、加⼯⽤⽶、⽶粉⽤⽶（パン・めん⽤の専⽤品種）

② 交付単価︓新市場開拓⽤⽶ ４万円/10a
加⼯⽤⽶ ３万円/10a
⽶粉⽤⽶（パン・めん⽤の専⽤品種） ９万円/10a

③ 採択基準︓地域協議会単位で、 取組⾯積等の評価基準（ポイント）に基づき、予算の範囲内で採択

【産地・実需協働プラン】
 産地と実需者が連携し、

新市場開拓⽤⽶、加⼯
⽤⽶、⽶粉⽤⽶について、
需要拡⼤のために必要な
⽣産対策や需要の創出・
拡⼤に係る取組内容、⽬
標等を盛り込んだ計画

⼟壌診断に基づく施肥

実需者ニーズに応えるための低コスト⽣産等の技術導⼊

直播栽培［例］スマート農業機器の活⽤

⽶粉⽤⽶（パン・めん⽤の専⽤品種）の例

（パン⽤の専⽤品種）
・ミズホチカラ
・笑みたわわ 等

（めん⽤の専⽤品種）
・亜細亜（あじあ）のかおり
・ふくのこ 等

⽀援イメージ

対象となる⽅

⽀援内容

販売農家、集落営農



66

36
⻨・⼤⾖の国産化を推進するため、⽔⽥・畑地を問わず、ブロックローテーションや営農技
術・機械の導⼊等による⽣産性向上や増産を⽀援するとともに、国産⻨・⼤⾖の安定供
給に向けたストックセンターの整備等を⽀援します。

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

【事業名︓⼩⻨・⼤⾖の国産化の推進】

安定した農畜産物の
⽣産

対象となる⽅ １及び２①の事業︓農業者の組織する団体、地域農業再⽣協議会、都道府県・市町村等
２②，③の事業︓農業者の組織する団体、コンソーシアム等

⽀援内容

１．⻨・⼤⾖⽣産技術向上事業
⽔⽥・畑地を問わず、⻨・⼤⾖産地が、⽣産性の向上に向け、「⻨・⼤⾖国産化プラン」を作成して⾏う以下の取組

を⽀援。
・話合い等を通じた⽣産性向上の推進経費︓地域の話合い、ほ場の簡易な改修・点検等の経費を⽀援

（⾯積に応じた上限額の範囲で実費を定額⽀援）
・新たな営農技術等の導⼊︓⽣産性向上や需要に応じた⽣産に向けた技術の導⼊、品種転換等を⽀援

（定額︓内容に応じて1万円/10a以内）

２．産地⽣産基盤パワーアップ事業のうち国産シェア拡⼤対策（⻨・⼤⾖）
① ⻨・⼤⾖機械導⼊対策

⽣産性向上等に必要な機械・施設の購⼊・リースを⽀援（1/2以内、50万円以上5,000万円未満の機械・
施設が対象）

② ⻨・⼤⾖⽣産・加⼯施設整備対策
国産⻨・⼤⾖の供給量・品質の安定化、利⽤拡⼤に向け、乾燥調製施設や農産物処理加⼯施設の整備等
を⽀援（1/2以内）

③ ⻨・⼤⾖ストックセンター整備対策
不作時にも安定供給するためのストックセンターの整備や、ストックセンターの整備と⼀体的に⾏う処理加⼯施設
と乾燥調製施設の整備を⽀援（1/2以内）

特徴 事業内容のイメージ

お問い合わせ先 ・最寄りの都道府県、地⽅農政局等
・農林⽔産省担当課︓農産局穀物課（TEL︓03-6744-2108）

⽣産対策

営農技術の導⼊（定額） 農業機械の導⼊（1/2以内）

・ ストックセンターの整備（1/2以内） ・ 加⼯設備・施設の導⼊（1/2以内）

流通対策 消費対策

乾燥調製施設の整備（1/2以内）
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【事業名︓⻨・⼤⾖収益性・⽣産性向上プロジェクト】

団地化を通じた⽔⽥⻨・⼤⾖産地の⽣産体制の強化や⺠間保管施設の整備・⼀時
保管等により安定供給体制の確⽴を⽀援します。

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

安定した農畜産物の
⽣産

対象となる⽅ １．の事業︓農業者の組織する団体、地域農業再⽣協議会、都道府県・市町村
２．の事業︓農業者の組織する団体、コンソーシアム、実需者等

⽀援内容

１．⽔⽥⻨・⼤⾖産地⽣産性向上事業
⽔⽥⻨・⼤⾖産地が、⽣産性の向上に向け、「⻨・⼤⾖産地⽣産性向上計画」を作成して⾏う以下の取組を⽀援。
・団地化の推進︓ 地域の話合い、ほ場の簡易な改修・点検等の経費を⽀援

（⾯積に応じた上限額の範囲で実費を定額⽀援）
・営農技術等の導⼊︓ ⽣産性向上や需要に応じた⽣産に向けた栽培技術の導⼊、品種転換等を⽀援

（定額︓技術に応じて1.5万円/10a以内）
・機械・施設の導⼊ ︓ ⽣産性向上に必要な機械・施設の導⼊を⽀援（1/2以内）

２．需要に応える安定供給体制の整備
① ⻨・⼤⾖保管施設整備事業

国産⻨・⼤⾖の安定供給を⾏う保管施設の整備や、保管施設の整備と⼀体的に⾏う処理加⼯施設の整備を
⽀援（1/2以内）

② ⻨類供給円滑化推進事業
国産⻨の供給円滑化に向け産地・実需の⼀時保管経費等を⽀援（定額、1/2以内）

③ ⻨・⼤⾖利⽤拡⼤推進事業
国産⻨・⼤⾖の商品開発、マッチング等を⽀援（定額、1/2以内）

１．⻨・⼤⾖等⽔⽥農業の⽣産体制強化
団地化の推進

団地化推進等に向けた話合
い等の必要経費を⽀援
（定額）

営農技術の導⼊や畑
地化に向けた栽培実
証を⽀援（定額）

⽣産性向上に必要な
施設・機械導⼊等を
⽀援（1/2以内）

営 農 技 術 の 導 ⼊
・畑地化実証⽀援

２．需要に応える供給の実現と国産使⽤拡⼤
⻨・⼤⾖の安定供給

保管施設の整備に向けた⽀援
（1/2以内）

国産⻨・⼤⾖の商品開発等を⽀援
（定額、1/2以内）

施設整備・機械導⼊

⻨・⼤⾖の利⽤拡⼤

大麦粉

特徴 事業内容のイメージ

お問い合わせ先
・最寄りの都道府県
・農林⽔産省担当課︓農産局穀物課 （TEL︓03-6744-2108）（１、２①③（⼤⾖）の事業）

貿易業務課（TEL︓03-6744-9531）（２②③（⻨）の事業）
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【事業名︓⽔⽥農業の⾼収益化の推進】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

水田で高収益作物や子実用とうもろこしを生産したい

安定した農畜産物の
⽣産

１．計画策定の⽀援
→ 産地の合意形成、品⽬の選定や販路の確保等の「推進計画」の策定・改定に資する取組を⽀援します。
◆畜産⽣産⼒・⽣産体制強化対策事業のうち国産濃厚飼料⽣産・利⽤拡⼤対策 54番 92ページへ

お問い合わせ先

⽀援内容

⾼収益作物や⼦実⽤とうもろこしの導⼊・定着を図るため、「⽔⽥農業⾼収益化推進
計画」に基づく取組を計画的かつ⼀体的に推進します。

（⽀援イメージ）
計
画
的
・
⼀
体
的
に
⽀
援

⽔⽥農業⾼収益化推進プロジェクトチーム（国）

⾼収益作物の導⼊・定着⽀援

⽣産基盤の整備

技術・機械等の導⼊⽀援

計画策定の⽀援

「推進計画」作成
県

市町村⼟地改良区

農協実需者

担い⼿

畜産局飼料課 (03-3502-5993) (１・２のうち⼦実⽤とうもろこしに関する事業)
農産局園芸作物課 (03-6744-2113) (２のうち園芸作物に関する事業）
経営局経営政策課 (03-6744-2148) (２のうち担い⼿に関する事業）
農産局果樹・茶グループ (03-3502-5957) (２のうち果樹に関する事業）
農産局企画課※ (03-3597-0191) (３の事業)※プロジェクトチームの窓⼝を担当
農村振興局設計課 (03-3502-8695) (４の事業)

農林⽔産省担当課︓

２．技術・機械等の導⼊⽀援
「推進計画」に位置付けられた産地における以下の取組を優先採択で⽀援します。
→ 栽培技術の実証、作柄安定技術の導⼊、機械等のリース導⼊等
◆時代を拓く園芸産地づくり⽀援事業 47番 77ページへ
◆畜産⽣産⼒・⽣産体制強化対策事業のうち国産濃厚飼料⽣産・利⽤拡⼤対策 54番 92ページへ

→ 産地の収益⼒強化等のための農業⽤機械・施設の導⼊
◆強い農業づくり総合⽀援交付⾦のうち産地基幹施設等⽀援タイプ 31番 53ページへ
◆農地利⽤効率化等⽀援交付⾦ 29番 51ページへ

→ ⽔⽥への果樹の新植や、省⼒樹形・作業機械等を⾯的に導⼊し、労働⽣産性を抜本的に⾼めたモデル産地の形成等
◆果樹農業⽣産⼒増強総合対策 43、44、45番 72、74、75ページへ

３．⾼収益作物の導⼊・定着⽀援
→ 「推進計画」に位置付けられた産地における⾼収益作物や⼦実⽤とうもろこしの導⼊・定着を図る取組等を⽀援します。

① ⾼収益作物の導⼊・定着（2万円（3万円※１）/10a×５年間⼜は、10万円（15万円※１）/10a（⼀括））
② ⾼収益作物による畑地化（17.5万円※２/10a）
③ ⼦実⽤とうもろこしの作付け（1万円/10a）
◆⽔⽥活⽤の直接⽀払交付⾦のうち畑地化促進助成 38番 62ページへ
◆畑地化促進事業 38番 63ページへ

※１ 加⼯・業務⽤野菜等の場合
※２ 令和５年度までの時限単価

4．⽣産基盤の整備
基盤整備事業において、「推進計画」に位置付けられた地区における⾼収益作物の導⼊・定着に向けた畑地化・汎⽤化

等を⽀援します。
→ 「推進計画」に位置付けられた地区を優先採択・優先配分
→ ⼀定割合以上の⾼収益作物等の導⼊を⾏う場合、農業者の費⽤負担を軽減
◆農業競争⼒強化基盤整備事業 ３、５、６番 8~14、16~18ページへ
◆農地耕作条件改善事業 等の基盤整備事業 ３、４、５番 8~17ページへ
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【事業名︓野菜価格安定対策事業（指定野菜価格安定対策事業）】

指定野菜の価格が低落した時に、補填が受けられます。

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

野菜を安定的に⽣産したい

安定した農畜産物の
⽣産

お問い合わせ先 ・最寄りの都道府県、地⽅農政局
・農林⽔産省担当課︓農産局園芸作物課価格班 （TEL︓03-3502-5961）

対象となる⽅

⽀援内容

指定産地の⽣産者

指定産地の⽣産者に対し、指定野菜（14品⽬）の価格が著しく低落した場合に、保証基
準額と平均販売価格（ただし、最低基準額を限度とする。）との差額の⼀部を補填します。

＜指定野菜（14品⽬）＞
キャベツ、きゅうり、さといも、だいこん、トマト、なす、にんじん、ねぎ、
はくさい、ピーマン、レタス、たまねぎ、ばれいしょ、ほうれんそう

○基本的な仕組み

○資⾦造成の⽅法
出荷団体（経済連等）⼜は⼤規模⽣産者(作付⾯積2ha以上の⽣産者)が、

国、都道府県の補助⾦を加えて、（独）農畜産業振興機構に資⾦を造成。
（負担割合＝国60%︓都道府県20%︓出荷団体等20%）

・保証基準額
平均価格（野菜の品⽬､出荷期間､ブロック
（全国10ブロック)毎に、過去 ６カ年の
卸 売市場の価格データを基に算出)の
90％。

・最低基準額
平均価格の60％を標準とし、50％、
55％、65％、70％の特例を設定。

契約取引を⾏う際のリスクを軽減します。

野菜⽣産者が外⾷・加⼯業者や量販店などと契約取引を⾏う際のリスクを軽減するため、契約数
量の不⾜時に市場等から確保する場合、不⾜分の充当に要する経費の⼀部を補填します。

申込時期は野菜の種類により異なるため、
（独）農畜産業振興機構にご相談ください。

⽀援内容

対象となる⽅ 指定産地の⽣産者
申込時期は野菜の種類により異なるため、

（独）農畜産業振興機構にご相談ください。

【事業名︓野菜価格安定対策事業（契約指定野菜安定供給事業）】
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国内資源を活⽤した肥料を⽣産・活⽤したい

【事業名︓国内肥料資源利⽤拡⼤対策事業のうち国内肥料資源活⽤総合⽀援事業】

肥料原料供給者、肥料製造事業者、肥料利⽤者が連携して国内資源を活⽤した肥料の
利⽤拡⼤を図るに当たって、必要な施設整備や肥料の試作、効果検証に係る取組を⽀援し
ます。

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

安定した農畜産物の
⽣産

お問い合わせ先 ・都道府県協議会、地⽅農政局
・農林⽔産省担当課︓農産局技術普及課⽣産資材対策室（TEL︓03-6744-2182）

農業環境対策課⼟壌環境保全班（TEL︓03-3593-6495）
畜産局⾷⾁鶏卵課畜産副産物班（TEL︓03-3502-5991）

対象となる⽅

⽀援内容

・下⽔汚泥資源、家畜ふん尿、⽜⾁⾻粉、⾷品残さ等の国内肥料資源の原料供給者
・国内資源を活⽤した肥料（国内資源由来肥料）の製造事業者
・国内資源由来肥料を利⽤する農業者団体 等

・国内資源由来肥料の製造のための供給施設、肥料製造施設、肥料流通保管施設の整備
・国内資源由来肥料の試作や栽培実証、分析（肥料、⼟壌等）
・国内資源由来肥料及び原料の収集、運搬、加⼯（焼却含む。）、散布等に必要な機械及び
堆肥や⼟壌の分析に必要な分析機器等の導⼊
・事業の効率的な取組に必要な調査や、取組拡⼤のための情報発信

安
定
し
た

農
産
物
の
生
産

お問い合わせ先

対象となる⽅

⽀援内容

畜産を営む者の他、地⽅公共団体、外部⽀援組織、農業者の組織する団体、耕種農家、肥料業
者などのうち、２者以上の異なる役割を担う者が参加する協議会

１ 畜産・⼟づくり堆肥⽣産流通体制⽀援事業
堆肥ニーズの把握や広域流通の検討、成分分析、堆肥を活⽤した飼料により⽣産された畜産物のブラン

ド化、異なる畜種間の連携等による飼料⽣産の際の化学肥料の使⽤量を低減する取組、堆肥のクロピラリ
ド検査体制の構築に必要な研修、検査機器を導⼊する取組等を⽀援します。

２ 畜産・⼟づくり施設等導⼊⽀援事業
畜産経営等が堆肥の⾼品質化やペレット化等に必要な施設・機械を導⼊する取組を⽀援します。

３ 畜産環境対策推進体制⽀援事業
地域の関係者等と連携し、⾼度な畜産環境対策の実施⽅法の検討等を⾏うための協議会の開催、畜産経営に由

来する臭気の測定⼜は排⽔の⽔質検査を⽀援します。
４ 畜産環境関連施設等導⼊⽀援事業

畜産経営等が⾏う⾼度な畜産環境対策を実施するための施設や施設整備と⼀体的な機械の整備⼜は補改修を⽀
援します。

・最寄りの市町村、都道府県
・農林⽔産省担当課︓畜産局畜産振興課環境保全班（TEL︓03-6744-7189）

畜産経営の堆肥の⾼品化やペレット化による広域流通の推進に必要な施設等の導⼊を⽀
援します。また、悪臭防⽌や汚⽔処理について⾼度な畜産環境対策の推進に必要な施設
等の導⼊を⽀援します。

【事業名︓国内肥料資源利⽤拡⼤対策事業のうち畜産環境対策総合⽀援事業】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

41
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【事業名︓産地⽣産基盤パワーアップ事業のうち⽣産基盤強化対策（全国的な⼟づくりの展開）】

全国的な⼟づくりの展開を図るため、堆肥等を実証的に活⽤する取組を⽀援します。

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

堆肥を実証的に活⽤する⼟づくりに取り組みたい

安定した農畜産物の
⽣産

本事業活⽤の際には、以下の点に関して留意してください。
・ 原則、堆肥等の施⽤による⼟づくりを実施していないほ場や、地⼒の改善のため堆肥等の追加的な施⽤が有
効と認められるほ場を2年を上限に⽀援対象としています。
・ 堆肥等の施⽤による⼟づくりの効果の確認のため、実証前後の⼟壌分析は必須の取組となります。
・堆肥散布機械のリース導⼊に係る費⽤については、補助率は1/2以内となります。

お問い合わせ先 ・最寄りの市町村、都道府県
・農林⽔産省担当課︓農産局農業環境対策課⼟壌環境保全班（TEL︓03-3593-6495）

対象となる⽅

⽀援内容

都道府県再⽣協議会等で作成する「産地パワーアップ計画」に位置付けられている農業者、
農業者の組織する団体（農業協同組合、農事組合法⼈、農地所有適格法⼈、その他農業
者が組織する団体）等

地⼒の向上を⽬的として堆肥等の実証的な活⽤による⼟づくりの取組を⽀援します。（基⾦事業）

○ 対象となる資材
・堆肥（ペレット堆肥、混合肥料含む）
・⼟壌改良資材
・緑肥

○ 補助対象
・堆肥の購⼊、運搬、保管
・堆肥の散布
（散布機械のリース・レンタルを含む）
・⼟壌分析

〇 補助率
・定額（上限3万円/10a※）
・1/2以内（散布機械のリース導⼊）

＜留意事項＞

※ペレット堆肥の場合は3.5万円/10a

安
定
し
た

農
産
物
の
生
産
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【事業名︓果樹農業⽣産⼒増強総合対策のうち果樹経営⽀援対策事業、果樹未収益期間⽀援事業】

果樹産地構造改⾰計画を策定している産地における担い⼿等が、省⼒樹形や優良
品⽬・品種の導⼊、⼩規模な園地整備等に取り組む場合に⽀援が受けられます。

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

果樹の省⼒樹形や優良品⽬・品種の導⼊、⼩規模な
園地整備、防⾵ネット等の設備の導⼊をしたい

安定した農畜産物の
⽣産

お問い合わせ先 ・農林⽔産省担当課︓農産局果樹・茶グループ果樹振興班 （TEL︓03-3502-5957）

対象となる⽅

⽀援内容

果樹産地構造改⾰計画において担い⼿と定められた者、農地中間管理機構 等

防⾵ネットの設置

国 果樹⽣産者（担い⼿）等全国団体＜事業の流れ＞
交付

県法⼈等
補助率

定額、1/2
補助率
定額

１ 果樹経営⽀援対策事業
（１）改植・新植⽀援（補助率︓定額、1/2以内）

優良品⽬・品種への改植・新植を⽀援します。特に、平坦で作業性の良い⽔⽥等への
新植や、労働⽣産性の向上が⾒込まれる省⼒樹形の導⼊を推進します。
⾯積要件︓改植・新植⾯積が地続きで概ね２a以上

＜10a当たり改植（新植）⽀援単価・補助率＞
① 慣⾏樹形等

みかん等のかんきつ類 23（21）万円
りんご等の主要果樹（※） 17（15）万円
りんごのわい化栽培、ぶどう（加⼯⽤）の垣根栽培 33（32）万円
上記のいずれにも該当しない改植・新植 定率 1/2以内

② 省⼒樹形
超⾼密植（トールスピンドル）栽培（りんご） 73（71）万円
⾼密植低樹⾼（新わい化）栽培（りんご） 53（52）万円
根域制限栽培（みかん等のかんきつ類） 111（108）万円
根域制限栽培（ぶどう、なし、もも等） 100（99）万円
ジョイント栽培（なし、もも、すもも、かき等） 33（32）万円
Ｖ字ジョイント栽培（なし、りんご、もも等） 73(71)万円
朝⽇ロンバス⽅式（りんご） 33（32）万円

上記のいずれにも該当しない改植・新植 定率 1/2以内

（２）⼩規模園地整備等（補助率︓1/2以内）
⽣産性の⾼い園地づくりに向けた、以下の取組を⽀援します。
園内道の整備、傾斜の緩和、⼟壌・⼟層改良、⽤⽔・かん⽔施設の設置、
排⽔路の整備 等
⾯積要件︓地続きで概ね10a以上（⼟壌・⼟層改良は地続きで概ね２a以上）

（３）設備の導⼊⽀援（補助率︓1/2以内）
防⾵ネット（多⽬的防災網も対象）、防霜ファン、モノレール等の設置を⽀援します。
⾯積要件︓地続きで概ね10a以上

（省⼒樹形の例）

りんごの超⾼密植
（トールスピンドル）栽培

（※）主要果樹︓かんきつ類の果樹、りんご、なし、かき、ぶどう、もも、おうとう、
びわ、くり、うめ、すもも、キウイフルーツ及びいちじく

２ 果樹未収益期間⽀援事業
１の（１）の取組とセットで、改植・新植後の農薬代・肥料代等の幼⽊の管理経費を⽀援します。
⽀援単価︓22万円/10a

（＝5.5万円/10a×改植・新植実施年の翌年から４年分。初年度に⼀括交付）
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安定した農畜産物の
⽣産

お問い合わせ先 ・農林⽔産省担当課︓農産局果樹・茶グループ果樹振興班 （TEL︓03-3502-5957）

対象となる⽅

⽀援内容

果樹産地構造改⾰計画において担い⼿と定められた者、農地中間管理機構 等

国 果樹⽣産者（担い⼿）等全国団体＜事業の流れ＞
交付

県法⼈等
補助率

定額、1/2
補助率
定額

新市場獲得対策

＜園芸作物等の先導的取組⽀援＞
（１）果樹の改植・新植・未収益期間の⽀援（補助率︓定額、1/2以内）

優良品⽬・品種、省⼒樹形の導⼊（改植・新植と⼀体的に⾏う果樹棚等
の設置も対象）未収益期間の幼⽊管理（⽀援単価:22万円/10a）
※⾯積要件︓地続きで概ね2a以上

（２）⼩規模園地整備等（補助率︓1/2以内）
園内道の整備、傾斜の緩和、⼟壌⼟層改良、⽤⽔・かん⽔施設の設置、
排⽔路の整備、多⽬的防災網、防霜ファン、モノレール等の設置等
※⾯積要件︓地続きで概ね10a以上

（⼟壌⼟層改良は概ね2a以上）

（３）改植･新植に伴う⾬よけ設備の設置（補助率︓1/2以内）
病害の低減に効果が認められる⾬よけ設備の設置
※⾯積要件︓地続きで概ね10a以上
※補助⾦上限額︓160万円/10a
※事業費上限額︓400万円/10a（税込み）

（４）⾼品質⽣産を維持するための資材実証（補助率︓1/2以内）
社会情勢や⾃然環境の変化に対応するための、かんきつマルドリ栽培の
被覆資材の代替資材や⽣理障害の軽減資材等の⼤規模実証
※⾯積要件︓実証⾯積が概ね2ha以上

（省⼒樹形の例）

りんごの超⾼密植
（トールスピンドル）栽培

【事業名︓産地⽣産基盤パワーアップ事業のうち園芸作物等の先導的取組⽀援（果樹）】

果樹産地構造改⾰計画を策定している産地における担い⼿等が、省⼒樹形や優良
品⽬・品種の導⼊、⼩規模な園地整備等に取り組む場合に⽀援が受けられます。

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

簡易⾬よけ設備

透湿性反射シートマルチ

多⽬的防災網
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【事業名︓果樹農業⽣産⼒増強総合対策のうち未来型果樹農業等推進条件整備事業】

果樹産地構造改⾰計画（産地計画）を策定している産地における担い⼿等が、
⼀定規模以上（２ha以上（基盤整備を⾏う場合は原則として５ha以上））で
省⼒樹形を導⼊する場合、⽀援が受けられます。

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

⽣産性の⾼い果樹園地をつくりたい

安定した農畜産物の
⽣産

お問い合わせ先 ・農林⽔産省担当課︓農産局果樹・茶グループ果樹振興班 （TEL︓03-3502-5957）

対象となる⽅

⽀援内容

１ 新産地育成型

２ 既存産地改良型

労働⽣産性を抜本的に⾼めたモデル産地を育成するため、⽔⽥への果樹の新植や
中⼭間地等の既存産地の基盤整備後の改植等を通じて、省⼒樹形・機械作業体系
を導⼊する場合、次の取組と併せて、１⼜は２の取組を総合的に⽀援します。

国 果樹⽣産者（担い⼿）等全国団体＜事業の流れ＞
交付

県法⼈等
補助率

定額、1/2
補助率
定額

①産地計画に位置付けられた担い⼿、②実質化された⼈・農地プランに位置付けられた中⼼経営体、③法⼈化した
経営体、④⽣産者の組織する団体 等（※②〜④については、今後産地計画において担い⼿に定められることが
確実と⾒込まれる者であることが要件）

平坦で作業性の良い⽔⽥等での基盤整備実施後の
樹園地への転換を通じた新植等と併せて、早期成園化
のための⼤苗の育成や、経営の発展のための省⼒技術
研修、機械作業体系に必要な機械・施設のリース導⼊
等の取組を⽀援します。

○ ⼤苗の育成 ︓20万円/10a
○ 省⼒技術研修 ︓３万円/10a

⽔⽥の場合、⽔⽥活⽤の直接⽀払交付⾦(a・b)と合わせて
最⼤40.5万円/10aを⽀援（※最⼤10万円/10aを控除） 。

a.⾼収益作物定着促進⽀援︓２万円/10a×５年間
b.⾼収益作物畑地化⽀援 ︓17.5万円/10a

○ 機械・施設のリース導⼊等︓補助率 1/2以内

中⼭間地等の既存産地での基盤整備実施後の改植等と併せて、早期成園化のための⼤苗の育成や、経営の継続
のための代替農地での営農、機械作業体系に必要な機械・施設のリース導⼊等の取組を⽀援します。

○ ⼩規模園地整備（⼤規模な場合は公共事業） ︓ 補助率 1/2以内
排⽔路の整備、⼟壌・⼟層改良、園内道の整備、傾斜の緩和 等

○ 省⼒樹形（※）への改植・新植 ︓ 補助率 定額 ⼜は 1/2以内
○ 改植・新植後の未収益期間の幼⽊管理 ︓ 補助率 定額（22万円/10a

（＝5.5万円/10a×４年分）を⼀括交付）
（※）整列樹形（慣⾏樹形を作業道に沿って整列して植栽する等、機械化の容易な樹形）も⽀援対象。

代替農地での営農
(例) 施設ほうれんそう作

省⼒樹形を導⼊した、
直線的な樹列による
省⼒的な⽣産体系

圃場モニタリングによる
環境データの取得

ドローンによる
病害⾍防除

園内道、作業道
の設置

データに基づく⾃動かん⽔
による⾼品質果実⽣産

⾃動⾛⾏⾞両による
作業⾃動化

最⼤23万円/10a

○ ⼤苗の育成 : 20万円/10a
○ 代替農地での営農 ︓28万円/10a
○ 省⼒技術研修 : ３万円/10a
○ 機械・施設のリース導⼊等︓補助率 1/2以内

最⼤51万円/10a

⼤苗の育成(かんきつ)

（省⼒樹形の例）
みかんの根域制限栽培

（基盤整備）改植・新植、
⼤苗の育成、機械作業体系

の導⼊等

（中⼭間地等）（⽔⽥）
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【事業名︓果樹農業⽣産⼒増強総合対策のうち未来型果樹農業等推進条件整備事業（担い⼿育成型）】

果樹産地において新たな担い⼿の受⼊や研修等に必要となる園地の整備等への⽀援が
受けられます。

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

果樹の新たな担い⼿を確保するための園地整備をしたい

安定した農畜産物の
⽣産

お問い合わせ先 ・農林⽔産省担当課︓農産局果樹・茶グループ果樹振興班 （TEL︓03-3502-5957）

対象となる⽅

⽀援内容

新たな担い⼿の新規参⼊を⽀援する、都道府県、市町村、JA、法⼈化した経営体、農地中間管理機構、
⺠間企業などの団体

果樹型トレーニングファームの整備のための以下の⽀援が受けられます。
（１）⼩規模園地整備（補助率︓1/2以内）

排⽔路の整備、⼟壌・⼟層改良、園内道の整備、傾斜の緩和、⽤⽔・かん⽔設備、
多⽬的防災網、防霜ファン、モノレール等

（２）部分改植（補助率︓定額（⾯積当たり1/2相当）、 1/2以内）
優良品⽬・品種や省⼒樹形への改植等

（３）改植後の未収益期間の幼⽊管理（補助率︓定額（22万円/10a））
（４）省⼒技術研修（補助率︓定額（３万円/10a））

産地が親となり、新たな担い⼿を育む
産地計画産地

協議会
●農地集約、園地整備の計画
●省⼒樹形の導⼊等、技術の推進⽅針
●担い⼿育成の⽬標、⽅策

居抜き分譲園地の整備
（果樹型トレーニングファーム）

離農者の園地等

集約・
整備

早期に成園

JA 市町村

⺠間団
体

新規参⼊者の受⼊計画

成園で研修・就農できる

新規参⼊者

研修受⼊、園地分譲、リース

先輩農業者

地域の様々な関係者が伴⾛⽀援

国 全国団体＜事業の流れ＞
交付

県法⼈等

補助率
定額、1/2

補助率
定額

⺠間団体等
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【事業名︓施設園芸等燃料価格⾼騰対策】

燃料価格の⾼騰に備えて、計画的に省エネ等に取り組む施設園芸等産地に対して、セーフ
ティネットの構築を⽀援します。

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

施設園芸及び茶における燃料価格⾼騰の影響を緩和し、
経営の安定を図りたい

安定した農畜産物の
⽣産

お問い合わせ先
・⼀般社団法⼈⽇本施設園芸協会（TEL︓03-3667-1631）
・農林⽔産省担当課︓農産局園芸作物課（TEL︓03-3593-6496）

対象となる⽅

⽀援内容

⽀援の対象者は、計画的に省エネルギー化等に取り組む施設園芸農家（野菜、果樹、花き）または茶農家３⼾以上
⼜は農業従事者5名以上で構成する農業者団体等です。

施設園芸セーフティネット構築事業（補助率︓１/２）

施設園芸

茶 ・全国茶⽣産団体連合会（TEL︓03-5259-5671）
・農林⽔産省担当課︓農産局果樹・茶グループ（TEL︓03-6744-2194）

【施設園芸等燃料価格⾼騰対策の基本的な仕組み】

燃
料
価
格
⾼
騰
भ
影
響
॑
受
ऐ
प
ऎ
ः
経
営
ष
भ

転
換

燃
料
使
⽤
量

【省エネルギー対策計画のイメージ】

（１）対象燃料︓A重油、灯油、ＬＰガス、ＬＮＧ
（２）対象期間︓10⽉〜翌６⽉

茶セーフティネット構築事業（補助率︓１/２）
（１）対象燃料︓A重油、ＬＰガス、ＬＮＧ
（２）対象期間︓４⽉〜10⽉

加入 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年

１期⽬ ２期⽬

15%
削減

省エネチェック
シートの実践

ヒートポンプ等
省エネ機器の導入

【セーフティネット対策のイメージ】

国と生産者が積み立てた資金から補塡
【国と生産者の負担割合1:1】

発動基準価格
（過去７年中５年平均）

補塡金＝補塡単価（発動基準価格との差額）×当月購入数量の70％

セーフティネットの発動
燃料価格

合計
30%省エネ効果のある

設備を導⼊

※ 2期目以降に継続加入する場合は、単
位⽣産量(額)当たり燃油使⽤量を15％以
上削減⽬標（収量増で達成可能）でも可。
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実需者ニーズに対応した園芸作物の安定的な⽣産及び供給を実現するため、加⼯・業務⽤
野菜への転換に必要な⽣産技術の導⼊等を推進し、新たな園芸産地づくりに向けた取組を
⽀援します。

【事業名︓持続的⽣産強化対策事業のうち時代を拓く園芸産地づくり⽀援】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦
等個⼈ その他認 税制

47 新しく園芸産地をつくりたい

安定した農畜産物の
⽣産

加⼯・業務⽤・輸出向けの契約栽培に必要な、新たな⽣産・流通体系の構築、作柄安定技術の導⼊等を
⽀援。

お問い合わせ先
・（独）農畜産業振興機構（TEL:03-3583-4305）

・農林⽔産省担当課︓農産局園芸作物課 園芸流通加⼯第１班（TEL:03-3501-4096）

対象となる⽅

⽀援内容

⼤規模契約栽培産地育成強化事業︓⺠間団体等 申込みは (独)農畜産業振興機構へ

⼤規模契約栽培産地育成強化事業

助成単価

定額
(３年間の取組
に対して
15万円/10a )

対象品⽬
(加⼯業務⽤)
たまねぎ、にんじん、ねぎ、ほうれんそう、スイートコーン、えだまめ、
ブロッコリー、ごぼう、トマト（8〜10⽉出荷）、
セルリー（6〜12⽉出荷）、にんにく、しょうが、さといも、
えんどう（1〜7⽉⼜は11〜12⽉出荷）、
キャベツ（11⽉⼜は1〜5⽉出荷）、レタス（11〜3⽉出荷）、
かぼちゃ（11〜6⽉出荷）、だいこん（4〜7⽉⼜は10⽉出荷）、
アスパラガス（2〜5⽉⼜は9〜11⽉出荷）
(⽣⾷⽤) かぼちゃ（11〜６⽉出荷）、トマト（９〜10⽉出荷）

主な⽀援対象

作柄安定技術の導⼊

⽣産流通体系の構築

本事業は加工・業務用を中心に輸入量が多い又は拡大している野菜について、輸入からのシェア奪還を
見据え、国内産が需要に応えきれていない品目や作型の作付拡大等を推進するため、大規模面積で実需者
との契約栽培に取り組む取組主体に対し、事業対象面積に応じて一定の助成単価を機構が補助する事業で
す。
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データを活⽤した施設園芸への転換促進のための⽣産性・収益向上につながる体制づくりを
⽀援するとともに、⽣産の⾼度化のための施設・内部設備の導⼊を⽀援します。
事業名︓（１）データ駆動型農業の実践・展開⽀援事業のうちデータ駆動型農業の実践体制づくり⽀援

（２）強い農業づくり総合⽀援交付⾦のうち重点政策推進枠（スマート農業の推進）

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

48 野菜等の施設栽培の⽣産性を⾼めたい

安定した農畜産物の
⽣産

お問い合わせ先 ・最寄りの市町村、都道府県
・農林⽔産省担当課︓農産局園芸作物課施設園芸対策班 （TEL︓03-3593-6496）

対象となる⽅

⽀援内容

特徴

（１）⽣産者・都道府県を必須構成員とする協議会等
（２）都道府県、市町村、農業者の組織する団体等

（１）データ駆動型農業の実践体制づくり⽀援（補助率︓定額、1/2）

環境制御や作業管理等の技術習得に必要なデータ収集・分析機器
の活⽤、既存ハウスのリノベーション等、データを活⽤して⽣産性・収益
向上につなげる体制づくりを⽀援します。
具体的には、技術習得検討会の開催経費、技術導⼊に必要な機

械等のリース導⼊、技術の普及に係る経費等を⽀援します。

スマート農業実践施設等の導⼊
スマート技術と⼤規模な園芸施設の導⼊により、
⽣産性の向上や農産物の⾼付加価値化を図る

安
定
し
た

農
産
物
の
生
産

（２）強い農業づくり総合⽀援交付⾦のうち重点政策推進枠（スマート農業の推進）（補助率︓１/２）

データを活⽤して⽣産性の向上や農産物の⾼付加価値化を図るＩ
ＣＴ、ロボット技術等のスマート技術の導⼊と、スマート技術の導⼊
に必要な施設等の整備（低コスト耐候性ハウス等の整備、⾼度環
境制御やロボットの導⼊等）を⼀体的に⽀援します。
⽣産者、実需者、都道府県等が⼀体となって取り組む場合に、複

合環境制御（必須）に加え、作業の⾃動化、省エネ化、雇⽤型⽣
産管理等の技術の導⼊を⽀援します。

１ha以上の⼤規模施設

モニタリング技術の活用 ハウスリノベーション

従来型施設園芸

次世代施設園芸

データ駆動型農業の推進
パイプハウスなどの従来型の既存ハウスも活⽤し
ながら、産地でデータを活⽤した農業の推進を
図る

次世代施設園芸の推進イメージ

（２）の事業

（１）の事業
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49 茶の改植や茶の有機栽培、輸出向けの茶の⽣産等
に取り組みたい

安定した農畜産物の
⽣産

安
定
し
た

農
産
物
の
生
産

お問い合わせ先 ・最寄りの地⽅農政局
・農林⽔産省担当課︓農産局果樹・茶グループ （TEL︓03-6744-2194）

対象となる⽅

⽀援内容
消費者ニーズに対応した茶の優良品種への転換や⾼品質化を加速化するため、茶⼯場単位等で

策定する品質向上戦略に基づき実施する新植・改植、改植に伴う未収益期間、有機栽培への転換、
輸出向け栽培体系への転換等に対し⽀援します。

また、省⼒化・低コスト化に必要な機械等のリース導⼊や⽣産体制強化のための⼈材確保策の検
討等に対し⽀援します。

農業者、農業者団体 等

【茶の改植、有機栽培への転換等⽀援】

○ 新植︓12万円/10a
○ 改植、移動改植︓15.2万円/10a
○ 改植に伴う未収益期間の⽀援︓14.1万円/10a

（他品種への改植は18.1万円/10a）
○ 棚栽培への転換︓4万円/10a 
○ 棚栽培転換に必要な資材費︓10万円/10a
○ 台切り︓７万円/10a
○ 有機栽培への転換に伴う資材費︓10万円/10a
○ てん茶⽣産向け直接被覆栽培への

転換に必要な資材費︓10万円/10a
○ 茶園整理︓５万円/10a

（酸度矯正等を実施する場合は８万円/10a）
○ 輸出向け栽培体系への転換︓５万円/10a

【⽣産コストの低減・⽣産体制強化等への⽀援】

○ 省エネルギーに寄与する加⼯機械や減農薬栽培に向
けた防除機械等のリース導⼊ （補助率︓１/２）

○ 産地の気候条件等に応じた⽣産体制の強化等に対
して助成 （補助率︓１/２）

○ 繁忙期の外部⼈材の活⽤等の検討（補助率︓定額）

省エネ型粗揉機 ｺﾝﾃﾅ型乗⽤摘採機

萎凋処理による⾹りを発
現させる加⼯技術

（※）補助率︓
・ ソフト事業にあっては定額
・ 機械等リース事業にあっては１／２

対象となる⽅

⽀援内容

農業者、農業者団体 等

新商品の開発に係る国内外における市場調査や機械等の導⼊、紅茶やウーロン茶等を製造
するための加⼯機械の導⼊、ポストコロナに対応するための茶の健康機能性の調査、オンライン
販売などの取組に対して助成（※）します。

茶の健康機能性の
調査・PR

新商品開発に向けた
試飲・検討会の実施

茶の新植・改植、改植に伴う未収益期間、有機栽培や輸出向け栽培体系への転換、棚栽
培等への栽培転換等の取組に対し⽀援します。

【事業名︓持続的⽣産強化対策事業のうち茶・薬⽤作物等地域特産作物体制強化促進】

新認 出融資法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制集落営農 地域

【事業名︓持続的⽣産強化対策事業のうち茶・薬⽤作物等地域特産作物体制強化促進】

国産茶の需要創出に向けた国内外マーケット調査や⽣産・加⼯技術の導⼊、新たな
茶種の栽培・加⼯、ポストコロナに対応した新たな需要拡⼤の取組に対して⽀援します。

出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ 税制 その他認 認
新新認

【事業名︓持続的⽣産強化対策事業のうち茶・薬⽤作物等地域特産作物体制強化促進】

地域集落営農

茶の改植等
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物流の2024年問題等に対応するため、花き流通の効率化の取組を⽀援するとともに、減少
傾向にある花き需要の回復に向けて、需要拡⼤が⾒込まれる品⽬等への転換、新たな需要
開拓、花き利⽤の拡⼤に向けたPR活動等の前向きな取組を⽀援します。

【事業名︓ジャパンフラワー強化プロジェクト推進】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

50 花きの⽣産を拡⼤したい

安定した農畜産物の
⽣産

お問い合わせ先
・最寄りの地⽅農政局等
・農林⽔産省担当課︓
農産局園芸作物課花き産業・施設園芸振興室（TEL︓03-6738-6162）

対象となる⽅

⽀援内容

【花き業界関係者が組織する協議会】
・都道府県を活動の範囲とし、都道府県、花き産業関係者等により構成されている地域推進協議会
・複数の都道府県を活動の範囲とし、都道府県、花き産業関係者等により構成されている広域推進協議会
・全国を活動の範囲とし、農業関係団体、⺠間企業、⺠間団体、⽣産者、学識経験者等の専⾨家等により構成され
ている全国推進協議会

【地域公募事業（補助率︓定額）】
ア 花き流通の効率化等の取組

・検討会の開催、先進事例調査、マニュアル等の作成
・流通の効率化に資する技術実証等

イ ホームユース需要等に対応した品⽬等の転換の取組
・転換品⽬等の需要調査、転換に向けた栽培実証等

ウ 新たな需要開拓、消費拡⼤に向けた地域段階の取組
・⽣産者と実需者の連携強化、消費者等へ普及啓発
・新規購⼊層開拓に向けた園芸体験、花育体験
・新たな販売形態、販路開拓のための販売実証等

エ 産地の花き⽣産の課題解決に資する技術実証等
・国際認証取得や労務管理等の改善に向けた研修やマ
ニュアル作成等

【全国公募事業（補助率︓定額）】

ア 花き流通の効率化等の取組
・検討会の開催、先進事例調査、マニュアル等の作成等
・流通の効率化に資する技術実証等

イ ホームユース需要等の更なる拡⼤のための全国的な
普及活動
・新たな装飾スタイル等の提案・普及実証等
・花きの効⽤等に着⽬した職場等への導⼊効果の検証
・花きの需要や消費者ニーズ等に関する調査・分析等

ウ 国と試験研究機関主導による全国レベルでの技術実証

■流通効率化や⽣産性向上に資する実証の実施

■地域での検討会開催、転換予定品⽬の需要調査

■⽣産者と実需者とのマッチング、園芸体験等の実施

■新たな装飾スタイルの提案や花き利⽤に関するセミナー等の実施
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地域の畜産関係者が有機的に連携・集結し、地域ぐるみで収益性を向上させる取組を⽀援
します。

【事業名︓畜産・酪農収益⼒強化整備等特別対策事業（畜産クラスター事業）】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

51 畜産・酪農の収益⼒を⾼めたい

安定した農畜産物の
⽣産

お問い合わせ先 ・最寄りの市町村、都道府県
・農林⽔産省担当課︓畜産局企画課推進班、地域振興班 （TEL︓03-3501-1083）

対象となる⽅

⽀援内容

特徴

畜産クラスター計画に位置づけられた中⼼的な経営体（畜産経営者、飼料⽣産受託組織）
※ 畜産クラスター︓地域の畜産の収益性向上の取組の推進のために、畜産農家、畜産関連事業者等が連携した体制

畜産クラスター計画︓畜産クラスターが作成する地域の畜産の収益性向上のための計画

１．施設整備事業（補助率︓１/２以内）
畜産クラスター計画に位置づけられた中⼼的な経営体に対し、収益⼒強化や畜産環境問題への対応に必要な施

設整備や施設整備と⼀体的な家畜導⼊を⽀援します。

収益⼒の強化に向けた新たな取組を⾏う畜産クラスター協議会に対し、その効果を実証するために必要な調査・
分析を⽀援します。

また、畜産クラスター事業の効果を⼀層⾼めるため、地域の連携をコーディネートする⼈材の育成を⽀援します。

２．機械導⼊事業（補助率︓１/２以内）

３．調査・実証・推進事業（補助率︓定額）

畜産クラスター計画に位置づけられた中⼼的な経営体に対し、施設整備との⼀体性も確保しつつ、収益⼒の強化
等に必要な機械の導⼊を⽀援します。

畜産・酪農の収益⼒の強化を集中的に進めるため、上記の１〜３の事業を⽀援するとともに、特に、重点的に進めるべ
き課題に対応するため５つの優先枠を設けています。

《⾁⽤⽜・酪農重点化枠》
○ 地域的な規模拡⼤や分業体制の構築等、重点的に推進すべき取組に対して、実証調査、施設整備、機械導⼊

等を⼀体的に⽀援
○ 併せて、効果の早期発現、普及を図るため、重点化枠に限った⽀援（研修施設の整備等）を実施

《中⼭間地域優先枠》
○ 中⼭間地域での収益⼒強化に向けた取組に必要な施設整備について、優先的に採択・配分

《飼料増産優先枠》
○ 飼料⾃給率の向上を図るため、飼料増産の取組に必要な機械導⼊や施設整備について、優先的に採択・配分

《省エネ優先枠》
○ ⽣産コスト抑制に資する省エネルギー化を推進するため、電⼒使⽤量の削減等に資する省エネ機器の導⼊について、

優先的に採択・配分

《輸出拡⼤優先枠》
○ 協議会の構成員に輸出拡⼤に取り組む事業者が含まれ、輸出拡⼤に係る具体的な計画を有している取組及び、

輸出に取り組むコンソーシアムと連携した⽣産地帯の取組に必要な施設整備について、優先的に採択・配分
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後継者不在の畜産経営と経営資源を引き継ぐ地域の担い⼿間の継承のための条件調整や、
経営資源を継承するに当たって必要な畜舎等の施設整備を⽀援します。

【事業名︓畜産・酪農収益⼒強化整備等特別対策事業（畜産クラスター事業）のうち
畜産経営基盤継承⽀援事業（再掲→P34） 】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

安定した農畜産物の
⽣産

お問い合わせ先

対象となる⽅

⽀援内容

畜産クラスター協議会、
畜産クラスター計画に位置付けられた後継者不在の経営体（畜産経営者）

１．推進事業（補助率︓定額）
後継者不在の経営と地域の担い⼿（新規就農者等の第三者）間の継承のための条件調整の取組
を⽀援します。

２．施設整備事業（補助率︓１/２以内）
後継者不在の経営が経営資源を地域の担い⼿（新規就農者等の第三者）に円滑に継承するために
必要な施設整備を⽀援します。
※ 第三者とは、経営者の親、⼦、兄弟姉妹、配偶者以外の者が該当します。

・最寄りの市町村、都道府県
・農林⽔産省担当課︓畜産局企画課推進班 （TEL︓03-3501-1083）

畜産クラスター計画に基づく、優良な繁殖雌⽜の増頭に奨励⾦を交付します。

【事業名︓畜産・酪農収益⼒強化整備等特別対策事業（畜産クラスター事業）
のうち⽣産基盤拡⼤加速化事業】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

・事業実施主体︓⼀般財団法⼈ 全国⾁⽤⽜振興基⾦協会（TEL︓03-5801-0772）
・農林⽔産省担当課︓畜産局企画課経営安定班 （TEL︓03-3502-0874）

対象となる⽅

⽀援内容

お問い合わせ先

畜産クラスター協議会の構成員である農業者等

繁殖雌⽜
飼養規模 50頭未満 50頭以上

増頭奨励⾦ 24.6万円/頭 17.5万円/頭

畜産クラスター計画に基づく、優良な繁殖雌⽜の増頭に奨励⾦を交付します。

奨励⾦の交付単価
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安定した農畜産物の
⽣産

乳⽤雌⽜や⾁⽤繁殖雌⽜の計画的な増頭に必要な家畜の購⼊・育成資⾦を借り⼊れる
際の保証料を免除します。

【事業名︓乳⽤⽜・繁殖⽜増頭資⾦確保円滑化事業】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

お問い合わせ先
・最寄りの⾦融機関（農協、農業協同組合連合会、農林中央⾦庫、銀⾏、信⽤⾦庫、
信⽤協同組合）

・農林⽔産省担当課︓畜産局企画課⾦融・税制班 （TEL︓03-3502-5981）

対象となる⽅

⽀援内容

事業の仕組

乳⽤雌⽜⼜は⾁⽤繁殖雌⽜の計画的な増頭を⾏う酪農⼜は⾁⽤⽜経営を営む者

乳⽤雌⽜や⾁⽤繁殖雌⽜の計画的な増頭に必要な家畜の購⼊や育成資⾦の借⼊れにつ
いて、都道府県農業信⽤基⾦協会の債務保証に係る保証料を免除します。

基⾦管理団体
（事業実施主体）

交付⾦
補助

融資機関
債務保証

農業信⽤基⾦協会

畜産農家

融資

国

債務保証料にかかる
保証料免除

意欲ある畜産農家の経営発展に向けた投資意欲を後押しするため、既往負債の償還負担
を軽減する⻑期・低利（貸付当初５年間は無利⼦）の⼀括借換資⾦を措置します。

【事業名︓畜産経営体質強化⽀援資⾦融通事業】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

お問い合わせ先
・最寄りの⾦融機関（農協、農業協同組合連合会、農林中央⾦庫、銀⾏、株式会社商
⼯組合中央⾦庫、信⽤⾦庫、 信⽤協同組合）

・（公社）中央畜産会、各地⽅農政局、各都道府県など
・農林⽔産省担当課︓畜産局企画課⾦融・税制班 （TEL︓03-3502-5981）

対象となる⽅

⽀援内容

貸付条件

畜産クラスター計画における中⼼的な経営体 ⼜は
認定農業者のうち酪農、⾁⽤⽜⼜は養豚経営を営む者

既往負債の⼀括借換を⾏う新たな⻑期・低利（貸付当初５年間は無利⼦）資⾦を措置します。

償還期限︓酪農及び⾁⽤⽜25年以内（うち据置期間５年以内）
養豚15年以内（うち据置期間５年以内）

借⼊⾦利︓0.90％以内（貸付当初５年間は無利⼦） ※⾦利はR5.2.20現在
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畜産経営の安定に関する法律に基づき、⽣乳の再⽣産の確保と全国の酪農経営の安定を
図るため、加⼯原料乳について⽣産者補給⾦等を交付します。

【事業名︓加⼯原料乳⽣産者補給⾦】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

52 畜産・酪農経営に安定して取り組みたい

安定した農畜産物の
⽣産

お問い合わせ先 ・最寄りの都道府県
・農林⽔産省担当課︓畜産局⽜乳乳製品課補給⾦企画班 （TEL︓03-3502-5988）

対象となる⽅

⽀援内容

特徴

加⼯原料乳⽣産者補給⾦等（補助率︓定額）

・⽣乳を販売⼜は委託販売する酪農家
・乳製品を加⼯販売する酪農家 乳業者の⽀払分

（買取価格）

政府からの交付分

補給⾦単価、集送乳調整
⾦単価及び総交付対象数
量は毎年度決定

生
産
者
の
手
取
り

乳
価
︵
取
引
価
格
︶

補給⾦

生
ク
リ
ー
ム
等

チ
ー
ズ

バ
タ
ー
・

脱
脂
粉
乳
等

集送乳調整⾦

加⼯原料乳について⽣産者補給⾦を交付。集送乳が確実に⾏えるよう、
指定事業者を通じて出荷する場合には集送乳調整⾦を併せて交付。

令和５年度総交付対象数量330万トン、
⽣産者補給⾦単価8.69円/kg、集送乳調整⾦単価2.65円/kg

加⼯原料乳の取引価格が補塡基準価格（過去３年間の取引価格の平均）を下回った
場合に、⽣産者に補塡⾦（低落分の８割）を交付する事業を実施します。

【事業名︓加⼯原料乳⽣産者経営安定対策事業】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

対象となる⽅

⽀援内容

特徴

加⼯原料乳価格が下落した場合の
経営への影響緩和（補助率︓定額）

お問い合わせ先 ・（独）農畜産業振興機構（TEL︓03-3583-8196）
・農林⽔産省担当課︓畜産局⽜乳乳製品課補給⾦企画班 （TEL︓03-3502-5988）

・⽣乳を販売⼜は委託販売する酪農家
・乳製品を加⼯販売する酪農家

加⼯原料乳価格が下落した場合の経営への影響
緩和を⽬的に、⽣産者と国が拠出して造成した積
⽴⾦から補塡。

補塡基準価格

全
国
平
均
取
引
価
格

⽣産者 国((独)農畜産業振興機構)

拠出 助成(⽣産者:国=１:３)

補塡

a-3
年度

a-2
年度

a-1
年度

a
年度

差額 差額×8割

⽣産者積⽴⾦
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適切に⽣産コスト上昇分を価格に転嫁出来る環境整備や
酪農経営の経営体質の強化を推進します。

【事業名︓酪農緊急パワーアップ事業】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

安定した農畜産物の
⽣産

お問い合わせ先

対象となる⽅

⽀援内容

⺠間団体、⽣産者集団、⽣産者、協議会等

１ 脱脂粉乳の在庫低減に対する取組
在庫⽔準が⾼い脱脂粉乳等について、⽣産者団体、乳業メーカーが協調して⾏う脱脂粉乳在庫を低減する

取組を⽀援します。

２ 流通販売形態の変更等のための取組
⾼⽔準となっている乳製品の在庫の低減を図るため、ECサイト等への流通販売形態の変更、消費拡⼤のプロ

モーション等に要する経費を⽀援します。

３ ⽜乳等需要の減少に対応した補給⾦等相当額の交付
⽜乳等の消費減退により加⼯向けが総交付対象数量を超えた場合に、⽣乳の⽣産抑制を計画的に実⾏し

ている指定⽣乳⽣産者団体等に対し、合計10万トンを限度として、加⼯原料乳⽣産者補給⾦、集送乳調整
⾦の相当額を交付します。

４ 早期乾乳の推進
⽣乳の⽣産抑制を計画している指定⽣産者団体等に出荷している酪農経営体に対し、飼料分析や飼料給

与技術に関する研修受講
などに対する奨励⾦を交付します。

５ 先進的機器の導⼊と⼀体的な施設の整備
酪農を営む者に対し、その実情に応じた経営体質強化に資する先進的機器の導⼊と⼀体的な施設の整備を

⽀援します。

・（独）農畜産業振興機構（TEL︓03-3583-8196）
・農林⽔産省担当課
1,2の事業 畜産局⽜乳乳製品課乳業班 （TEL︓03-6744-2128）
3の事業 畜産局⽜乳乳製品課補給⾦班 （TEL︓03-3502-5988）
4の事業 畜産局⽜乳乳製品課⽣乳班 （TEL︓03-3502-5988）
5の事業 畜産局畜産振興課家畜改良推進班 （TEL︓03-6744-2587）

搾乳ユニット搬送レールミルキングパーラー搾乳ロボット

⽣乳⽣産コストの上昇を価格転嫁等により克服していくための環境整備を図るため、
以下の取組を⽀援します。

補助率 定額、１/２以内、１/3以内
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酪農⽣産基盤維持強化のための取組を⽀援します。
【事業名︓酪農経営⽀援総合対策事業】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

安定した農畜産物の
⽣産

お問い合わせ先

対象となる⽅

⽀援内容

都道府県団体、⺠間団体、⽣産者集団、⽣産者等

⽣産者団体が⾏う酪農⽣産基盤を維持・強化する以下の取組を⽀援します。
１ 中⼩酪農経営等⽣産基盤・飼養管理改善対策

和⽜受精卵の移植、機器導⼊（カーフハッチ、分娩カメラ、パスチャライザー等）、つなぎ⽜舎の改良、育成
⽜の事故率低減（ワクチン１千円/頭）、供⽤期間の延⻑⽀援（肢蹄保護、乳房炎防⽌、48ヶ⽉以上１
千円/頭）、暑熱ストレスの軽減、等を⽀援します。

２ 地域の⽣産体制の強化
⽣産基盤が脆弱な地域において持続的な⽣乳⽣産体制を確保するため、①経営離脱農家の資産の

有効活⽤や新規就農者の確保、②将来にわたって持続可能な経営体の創出、③後継⽜育成のための広域預
託を推進する取組等を⽀援します。

３ 酪農ヘルパーの利⽤拡⼤
①酪農ヘルパーの職業認知度向上、修学⽀援、学⽣インターンシップの受⼊、就業前後の研修や資格取得、

外国⼈材の活⽤等の⼈材確保・育成、②傷病時等の利⽤料⾦を軽減するための互助基⾦制度及び③広域
利⽤調整、専任ヘルパーの待遇改善や利⽤組合の経営改善等の利⽤組合強化の取組を⽀援します。

４ ⽣乳流通体制の合理化の推進
⽣乳流通コストの⽣産者負担を軽減するため、⽣乳⽣産者団体等が⾏う「⽣乳流通合理化計画」等の

検討・作成、⽣乳流通関係機器のリース導⼊、貯乳施設の減容化・需給調整機能を持たせるために必要な
補改修、乳代精算⽅法の効率化等の取組を⽀援します。

・（独）農畜産業振興機構（TEL︓03-3583-8196）
・農林⽔産省担当課
1,４の事業 ︓ 畜産局⽜乳乳製品課⽣乳班 （TEL︓03-3502-5988）
2の①②、３の事業 ︓ 企画課経営企画班 （TEL︓03-3502-0874）
2の③の事業 ︓ 畜産振興課家畜改良推進班（TEL︓03-6744-2587）

カーフハッチ つなぎ⽜舎の改良 ⽜床マット カウブラシ
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⾁⽤⽜（繁殖・肥育）の経営安定を⽀援します。

【事業名︓⾁⽤⼦⽜⽣産者補給⾦、⾁⽤⽜肥育経営安定交付⾦（⽜マルキン） 】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

安定した農畜産物の
⽣産

お問い合わせ先
・（独）農畜産業振興機構（TEL:03-3583-8196）
・農林⽔産省担当課
【繁殖】畜産局⾷⾁鶏卵課素畜価格流通班（TEL︓03-3502-5991）
【肥育】 企画課経営安定班 （TEL︓03-3502-0874）

対象となる⽅

⽀援内容

【繁殖】⾁⽤⼦⽜の⽣産者（損益が帰属する者）
【肥育】肥育⽜の⽣産者（⾁⽤⽜の肥育を業として⾏う者）

※資本⾦の額⼜は出資の総額が3億円を超え、かつ常時使⽤する従業員の数が300⼈を超える会社を除く。

【繁殖】
⾁⽤⼦⽜⽣産安定等特別措置法に基づき、⾁⽤⼦⽜価格（全国平均）が保証基準価格を下回った場

合に⽣産者補給⾦を交付します（⾁⽤⼦⽜⽣産者補給⾦）。
【肥育】
畜産経営の安定に関する法律に基づき、標準的販売価格が標準的⽣産費を下回った場合、その差額の９

割を交付⾦として交付（交付⾦の1/4に相当する額は、⽣産者の積⽴による積⽴⾦から交付します）
（⾁⽤⽜肥育経営安定交付⾦（⽜マルキン）） 。

繁殖雌⽜の増頭の取組や遺伝的多様性に配慮した繁殖雌⽜の確保、増頭に必要な簡易
⽜舎の整備等を⽀援することにより、⽣産基盤の強化を⽀援します。

【事業名︓⾁⽤⽜経営安定対策補完事業】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

お問い合わせ先

対象となる⽅

⽀援内容

⾁⽤⽜を飼養する⽣産者・⾁⽤⽜を飼養する⽣産者が構成する集団等

・（独）農畜産業振興機構（TEL︓03-3583-4344）
・農林⽔産省担当課

1, 3, 4の事業︓畜産局企画課経営安定班 （TEL︓03-3502-0874）
2,５の事業 ︓ 畜産振興課技術第１班（TEL︓03-6744-2587）

１ 優良な繁殖雌⽜の増頭による中核的な経営体の育成⽀援
増頭奨励⾦︓８万円／頭、10万円／頭（能⼒の⾼い⽜）

２ 遺伝的多様性に配慮した繁殖雌⽜及び優良な繁殖雌⽜の導⼊⽀援
導⼊奨励⾦︓多様性 ６万円／頭、９万円／頭（希少系統の⽜）

優 良 ４万円／頭、５万円／頭（能⼒の⾼い⽜）（令和５年度も延⻑）
３ 繁殖雌⽜の増頭に資する簡易⽜舎（育成⽜舎含む）や⼦⽜の健康維持に資する器

具機材等の整備に対する⽀援（補助率︓１／２以内）
４ ⾁⽤⽜ヘルパーの利⽤に対する⽀援（補助率︓１／２以内）
５ 強化哺乳技術を活⽤した早期出荷⽀援（補助率︓1頭当たり６千円以内）
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養豚農家の経営安定を⽀援します。

【事業名︓⾁豚経営安定交付⾦（豚マルキン）】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

安定した農畜産物の
⽣産

対象となる⽅

⽀援内容

⾁豚⽣産者（⾁豚の肥育を業として⾏う者）（損益が帰属する者）
※資本⾦の額⼜は出資の総額が3億円を超え、

かつ常時使⽤する従業員の数が300⼈を超える会社を除く。

畜産経営の安定に関する法律に基づき、標準的販売価格が標準的⽣産費を下回った場合、その差
額の９割を交付⾦として交付（交付⾦の1/4に相当する額は、⽣産者の積⽴による積⽴⾦から交付し
ます）。

お問い合わせ先 ・（独）農畜産業振興機構（TEL︓03-3583-8196）
・農林⽔産省担当課︓畜産局企画課経営⽀援班 （TEL︓03-3502-0874）

純粋種豚、家畜⼈⼯授精⽤精液、⼀代雑種雌豚⼜は特⾊ある⾁豚⽣産のための種豚の
導⼊等を⽀援します。

【事業名︓養豚経営安定対策補完事業】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

お問い合わせ先 ・（独）農畜産業振興機構（TEL︓03-3583-8196）
・農林⽔産省担当課︓畜産局 畜産振興課中⼩家畜振興推進班（TEL︓03-6744-2587）

対象となる⽅

⽀援内容

⺠間団体

１ 集団的⾁豚能⼒向上⽀援（補助率︓定額、１／２以内、１／３以内）
産⼦数や飼料効率の向上などによる⽣産コストの低減を図るために必要となる純粋種豚等の導⼊を⽀援します。
【補助上限】純粋種豚導⼊︓10万円/頭、広域的な共同利⽤のための海外種豚︓40万円/頭、

精液導⼊︓１万円/本、⼀代雑種雌豚導⼊︓２万円/頭、
特⾊ある⾁豚⽣産のための種豚︓３万円/頭

２ ⽣産性向上⽀援（補助率︓定額）
飼養管理技術の向上を図るための研修会の開催、先進的な経営改善の取組の普及活動を⽀援します。
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安定した農畜産物の
⽣産

鶏卵⽣産者の経営を⽀援します。

【事業名︓鶏卵⽣産者経営安定対策事業】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

お問い合わせ先 農林⽔産省担当課︓畜産局⾷⾁鶏卵課鶏卵⾷⿃班 （TEL︓03-3502-5990）

対象となる⽅

⽀援内容

採卵⽤成鶏めすを常時100⽻以上飼養し鶏卵を販売する鶏卵⽣産者

鶏卵の標準取引価格が補塡基準価格を下回った場合、その差額（補塡基準価格と安定基準価格
の差額を上限とする。）の９割を補塡します。さらに鶏卵価格が低落し、安定基準価格を下回った場合
には、成鶏の更新に当たって⻑期の空舎期間を設けて需給改善を図る取組に対して、奨励⾦を交付し
ます。

※ 鶏卵⽣産者経営安定対策事業に参加するためには、事業実施主体（令和5年度は⼀般社団法⼈⽇本養鶏協会）
と「価格差補塡契約」を締結していただく必要があります。

※補塡基準価格 209円／kg
※安定基準価格 190円／kg

【令和5年度】
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酪農家によるチーズ向け⽣乳の⾼品質化、チーズ⼯房等による⽣産性向上と品質向上・ブラ
ンド化を⽀援します。

【事業名︓国産乳製品等競争⼒強化対策事業】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

53 国産チーズの競争⼒を強化したい

安定した農畜産物の
⽣産

１ チーズ⼯房等の⽣産性向上⽀援（補助率︓1/2以内）
チーズ⼯房等におけるチーズ製造施設・設備の整備に係る費⽤の⼀部を⽀援します。

２ 国産チーズ⽣産奨励事業（補助率︓⽣乳1kg当たり８円）
チーズ向け⽣乳の品質向上に資する取組を⾏った上で⼀定の乳質基準をクリアした酪農家に対し、奨励⾦を交付します。

３ 国産チーズ品質向上・ブランド化⽀援、消費拡⼤⽀援（補助率︓定額等）
国産チーズを製造するために必要な技術研修会の開催や海外研修への参加、ブランド化のための国内コンテストの開催、

国際コンテストへの参加、地域の特⾊を活かしたチーズ⽣産拡⼤への取組等を⽀援するとともに、チーズを⽇本の⾷⽂化に取
り⼊れるための活動や、チーズの価値のＰＲ、展⽰によるチーズの普及活動の強化を⽀援します。

お問い合わせ先
・1の事業︓最寄りの地⽅農政局等
・2,3の事業︓（独）農畜産業振興機構（TEL︓03-3583-8169）
・農林⽔産省担当課︓畜産局⽜乳乳製品課乳製品輸出企画班 （TEL︓03-6744-2128）

補給⾦企画班 （TEL︓03-3502-5988）

対象となる⽅

⽀援内容

特徴

１の事業︓チーズ⼯房等乳業者（ただし、⼤企業（中⼩企業法における中⼩企業に該当しない者をいう。）及び
⼤企業による出資割合が総議決権の１／２以上の者を除く。）

２の事業︓⽣産者団体→⽣産者
３の事業︓⺠間団体

１の事業については、農林⽔産省が直接事業実施主体を公募で決定します。
２、３の事業については、（独）農畜産業振興機構が事業実施主体を公募で決定します。

１の事業 チーズの製造コストを10％以上低減すること⼜は販売額を10％以上増加させることが求められます。
２の事業 以下の場合、奨励⾦に加算が受けられます。

・特⾊あるチーズ⽣産のための取組で＋５円
・輸出に関する取組で＋４円
・チーズ増産で＋20円
・乳質基準を満たした割合増加で＋20円

３の事業 個々でコンテスト等へ参加する⽅は、事業実施主体経由による補助を受けられます。
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輸⼊飼料に過度に依存した畜産から国産飼料に⽴脚した畜産への転換を推進するため、国
産飼料⽣産・利⽤の拡⼤に向けた取組を⽀援します。

【国産飼料の⽣産・利⽤拡⼤の推進】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

54 国産飼料の⽣産・利⽤を拡⼤したい

安定した農畜産物の
⽣産

お問い合わせ先 ・最寄りの地⽅農政局等畜産担当課
・農林⽔産省担当課︓畜産局飼料課 （TEL︓03-6744-7192）

対象となる⽅ 農業者集団、⺠間団体等

⽀援内容

１ 飼料⾃給率向上総合緊急対策事業
（１）耕畜連携国産飼料利⽤拡⼤対策事業

（補助率︓定額、1/2以内）
農協等が地域農業再⽣協議会等と耕畜連携協

議会を構築し、協議会に参画する畜産農家等が耕
種農家等との⻑期の利⽤供給契約により国産飼料
の利⽤拡⼤を図る取組を⽀援します。

【交付対象】
⻘刈りとうもろこし、ソルゴー、牧草 7,800円/t以内
⼦実⽤とうもろこし 12,000円/t以内

※交付対象重量は、国産飼料作物について利⽤拡⼤した数量。

（２）国産飼料の⽣産・利⽤拡⼤事業

○ ⾼栄養価牧草を⽤いた草地改良推進（補助率︓1/2以内）
既存のイネ科主体の草地等から⾼栄養価なマメ科牧草主体の

草地への転換のための取組を⽀援します

○ 草地難防除雑草駆除技術等実証（補助率︓定額、1/2以内）
特に防除の難しい難防除雑草の駆除技術の実証や⾼品質な

TMRの安定供給を図る取組を⽀援します。

○ 新飼料資源活⽤推進（補助率︓定額、1/2以内）
新たな飼料資源の飼料化の実証に必要な器具・機材の導⼊等を⽀援します。

○ 国産粗飼料流通体制定着化（補助率︓定額）
国産粗飼料の広域流通の拡⼤に向け、新たに広域流通を⾏う取組に対して⽀援します。

○ 国産稲わら利⽤拡⼤実証（補助率︓定額、1/2以内）
国産稲わらの利⽤拡⼤に向けた国内での収集・梱包等の実証を⽀援します。

○ 飼料⽣産組織の規模拡⼤等⽀援（補助率︓定額、1/2以内）
飼料⽣産組織の規模拡⼤に必要な機械導⼊や保管場所の確保、畜産農家等と⻑期

契約し、規模拡⼤をする取組等を⽀援します（拡⼤⾯積あたり12,000円/10a以内）。
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輸⼊飼料に過度に依存した畜産から国産飼料に⽴脚した畜産への転換を推進するため、国
産飼料⽣産・利⽤の拡⼤に向けた取組を⽀援します。（続き）

【国産飼料の⽣産・利⽤拡⼤の推進】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

安定した農畜産物の
⽣産

お問い合わせ先
・最寄りの地⽅農政局等畜産担当課
・農林⽔産省担当課︓畜産局飼料課 （TEL︓03-6744-7192）（２〜５の事業）

︓畜産局企画課 （TEL︓03-3502-5979）（６〜７の事業）

対象となる⽅ 農業者集団、⺠間団体等

⽀援内容

3 公共牧場機能強化等体制整備事業（補助率︓定額、1/2以内）
・ 公共牧場や試験場等が有する広⼤な草地や⾼い技術⼒のフル活⽤により、
省⼒的かつ低コストに国産飼料を⽣産・供給する取組及び優良な和⽜を増産
する取組を⽀援します。

７ 環境負荷軽減に向けた持続的⽣産⽀援対策（補助率︓定額）
・ 酪農家や⾁⽤⽜農家が⾏う温室効果ガスの削減等の取組を⽀援します。

４ 草地関連基盤整備＜公共＞（補助率︓1/2以内等）
・ ⼤型機械による効率的な飼料⽣産を進めるため、草地の整備、排⽔不良の改善等の取組を⽀援します。

５ 強い農業づくり総合⽀援交付⾦（補助率︓1/2以内）
・ TMRセンターや国産飼料の保管・調製施設の整備を⽀援します。

６ 畜産クラスター事業（補助率︓1/2以内）【再掲】
・ 畜産・酪農の体質強化を集中的に進め、飼料⾃給率の向上を図るため、畜産クラスター計画に位置付けられた中⼼
的な経営体に対し、飼料⽣産の取組に必要な機械の導⼊や施設整備を⽀援します。

２ 畜産⽣産⼒・⽣産体制強化対策事業のうち国産飼料の⽣産・利⽤拡⼤
（１）草地⽣産性向上対策（補助率︓定額、1/2以内）

粗飼料の安定的な収量確保のため、気象リスク分散技術の活⽤による草地改良や
飼料作物の優良品種利⽤・安定⽣産、飼料⽤種⼦の備蓄の取組を⽀援します。

（２）飼料⽣産利⽤体系⾼効率化対策（補助率︓定額、1/2以内）
飼料⽣産組織の作業効率化・運営強化や、地域ぐるみでの⾃給飼料の増産、

⼦実⽤とうもろこし等の国産濃厚飼料の⽣産実証や⽣産モデルの確⽴のための取組を⽀援します。

（３）国産飼料資源⽣産利⽤拡⼤対策（補助率︓定額、1/2以内）
持続的な畜産物⽣産を推進するための放牧推進、放牧管理における省⼒化機器等の導⼊、未利⽤資

源の活⽤等促進・⽣産体制構築の取組を⽀援します。
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蜜源植物の確保や植栽状況の実態把握、蜜蜂の飼養衛⽣管理技術の普及、花粉交配
⽤蜜蜂の安定確保及び在来種マルハナバチの利⽤拡⼤に向けた取組を⽀援します。

【事業名︓持続的⽣産強化対策事業のうち養蜂等振興強化推進】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

55 養蜂を振興、花粉交配に昆⾍を活⽤したい

安定した農畜産物の
⽣産

お問い合わせ先
・最寄りの都道府県、地⽅農政局等
・農林⽔産省担当課︓（１、２の②、３の事業）畜産局畜産振興課 （TEL︓03-3591-3656）

（２の①の事業） 農産局園芸作物課 （TEL︓03-3593-6496）

対象となる⽅

⽀援内容

協議会、ＪＡ、⺠間団体 等

２ 花粉交配⽤昆⾍の安定確保⽀援（補助率︓定額）
① 園芸産地において、花粉交配⽤蜜蜂を養蜂家と連携して

安定的に確保する協⼒プランの作成や蜜蜂の適切な管理
技術、他の花粉交配⽤昆⾍による代替技術の実証等を
⽀援します（花粉交配⽤蜜蜂の安定調達⽀援事業）。
また、特定外来⽣物であるセイヨウオオマルハナバチから在
来種マルハナバチへの転換実証を⽀援します(在来種マル
ハナバチの利⽤拡⼤⽀援事業)。

特定外来⽣物
セイヨウオオマルハナバチ

在来種
クロマルハナバチ

転換

花粉交配⽤蜜蜂の
安定調達に向けた取組例

園芸農家の取組への⽀援
１ 蜂群配置調整適正化⽀援（補助率︓定額）
① 蜂群配置調整の適正化に向けた環境整備のため、

蜂群の位置情報や蜜源植物の植栽状況の実態
把握、樹⽊を中⼼とした蜜源植物の植栽・管理な
どの取組を⽀援します。

② 適正な蜂群配置調整の参考となる優良事例の
調査・分析や、蜜源植物の位置や植物の種別、
蜂群の位置情報をはじめとする関連データを蓄積・
活⽤するための検討会の開催や地図データの作成
を⽀援します。

３ 飼養衛⽣管理技術向上⽀援（補助率︓定額）
ダニの防除⼿法を中⼼とした衛⽣管理や蜜蜂の飼養

管理の⾼度化・省⼒化のための技術の普及などの取組
を⽀援します。

防
除

２ 花粉交配⽤昆⾍の安定確保⽀援（補助率︓定額）
② 養蜂家による花粉交配⽤蜜蜂群の供給体制を強化

するための蜂群の低温管理技術の導⼊や冬期間の管
理技術の実証などの取組を⽀援します。

養蜂家の取組への⽀援
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56 持続的な畜産物⽣産に取り組みたい

安定した農畜産物の
⽣産

畜産農家における家畜排せつ物の適切な処理と利活⽤の推進、⾷⾁や⽣乳流通の効率
化・合理化に必要な施設等の導⼊をリース⽅式で⽀援します。

【事業名︓畜産⾼度化⽀援リース事業】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

お問い合わせ先

・事業実施主体︓⼀般財団法⼈ 畜産環境整備機構（TEL︓03-3459-6300）
・農林⽔産省担当課
１、２の事業︓畜産局畜産振興課環境保全班（TEL︓03-6744-7189）
３の事業︓ ⾷⾁鶏卵課⾷⾁流通班（TEL︓03-6744-2130）
４の事業︓ ⽜乳乳製品課⽣乳班 （TEL︓03-3502-5988）

対象となる⽅

⽀援内容

畜産農家、⾷⾁処理・加⼯・販売事業者⽣産者団体、⽣乳販売業者等

１ 畜産環境対策リース事業
畜産農家等に対して、家畜排せつ物の適切な処理や飼養衛⽣管理基準の遵守に必要な施設等の貸付を⾏うととも

に、保証保険料及び損害保険料を⽀援します。
２ 畜産整備リース事業

畜産農家等に対して、畜産経営の健全な発展を図るために必要な飼養管理施設等の貸付を⾏います。
３ ⾷⾁販売等合理化施設整備リース事業

⾷⾁処理・加⼯・販売事業者等に対して、⾷⾁流通の合理化、衛⽣⽔準の⾼度化等を図るために必要な施設等の
貸付を⾏います。

４ ⽣乳流通効率化⽀援リース事業
⽣産者団体、⽜乳販売業者等に対して、⽣乳等の流通の効率化を図るために必要な施設等の貸付を⾏います。

ふん尿の還元に必要な飼料作付⾯積の確保を前提として酪農家が⾏う環境負荷軽減の取
組を⽀援します。

【事業名︓持続的⽣産強化対策事業のうち環境負荷軽減型持続的⽣産⽀援】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

対象となる⽅

お問い合わせ先 ・地⽅農政局、都道府県協議会等
・農林⽔産省担当課︓畜産局企画課経営企画班 （TEL︓03-3502-0874）

⽀援内容

１ 飼料作物作付⾯積が、北海道で40a/頭以上、都府県で10a/頭以上であること
２ 温室効果ガス排出削減に取り組んでいること

・ 右の温室効果ガス排出削減の取組を実施する酪
農・⾁⽤⽜経営者に対し、飼料作付⾯積等に応じて
交付⾦を交付します（定額）。

注） 取組や畜種に応じて、交付金の上限設定等あり

番
号 取組内容

ⅰ
飼料⽣産等に係る温室効果ガス排出削減
（以下の取組から２つを実施）

①放牧、②不耕起栽培、③消化液の利⽤、④化学肥料の削減
（酪農は、別途特認の取組メニューあり）

ⅱ 有機飼料の⽣産

ⅲ ⽜からのメタンガス排出の削減（酪農のみ）
・ 脂肪酸カルシウムの給与
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安定した農畜産物の
⽣産

酪農・⾁⽤⽜経営の省⼒化に資するロボット・AI・IoT等の先端技術の導⼊の取組等を⽀
援します。

【事業名︓持続的⽣産強化対策事業のうち畜産経営体⽣産性向上対策（畜産ICT事業）】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

お問い合わせ先
・最寄りの市町村、都道府県
・農林⽔産省担当課
１の事業︓畜産局畜産振興課家畜改良推進班 （TEL︓03-6744-2587）
２の事業︓畜産局畜産振興課家畜遺伝資源保護推進班（TEL︓03-3501-3777）

対象となる⽅

⽀援内容

⺠間団体、協議会

経
営
発
展
に

向
け
た
取
組

機
械
・
施
設

の
導
入

１ 畜産経営体の⽣産性向上対策（補助率︓定額、１／２以内）
畜産農家の省⼒化により⽣産性向上を図るため、 搾乳ロボット・発情発⾒装置等のICT関連機械の導⼊等を⽀援し

ます。

２ 畜産のビッグデータ等の活⽤に向けた体制整備（補助率︓定額）
畜産関係団体やITベンダー等が連携し、⽜の個体識別番号と当該⽜に関連する⽣産情報等を併せて集約し、活⽤す

る体制を整備する取組等を⽀援します。

飼養管理(搾乳、給餌等)分娩監視
発情発見
(人工授精)
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安定した農畜産物の
⽣産

畜産経営の堆肥の⾼品化やペレット化による広域流通の推進に必要な施設等の導⼊を⽀
援します。また、悪臭防⽌や汚⽔処理について⾼度な畜産環境対策の推進に必要な施設
等の導⼊を⽀援します。

【事業名︓国内肥料資源利⽤拡⼤対策事業のうち畜産環境対策総合⽀援事業】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

お問い合わせ先 ・最寄りの市町村、都道府県
・農林⽔産省担当課︓畜産局畜産振興課環境保全班（TEL︓03-6744-7189）

対象となる⽅

⽀援内容

畜産を営む者の他、地⽅公共団体、外部⽀援組織、農業者の組織する団体、耕種農家、肥料業
者などのうち、２者以上の異なる役割を担う者が参加する協議会

１ 畜産・⼟づくり堆肥⽣産流通体制⽀援事業
堆肥ニーズの把握や広域流通の検討、成分分析、堆肥を活⽤した飼料により⽣産された畜産物のブラン

ド化、異なる畜種間の連携等による飼料⽣産の際の化学肥料の使⽤量を低減する取組、堆肥のクロピラリ
ド検査体制の構築に必要な研修、検査機器を導⼊する取組等を⽀援します。

２ 畜産・⼟づくり施設等導⼊⽀援事業
畜産経営等が堆肥の⾼品質化やペレット化等に必要な施設・機械を導⼊する取組を⽀援します。

３ 畜産環境対策推進体制⽀援事業
地域の関係者等と連携し、⾼度な畜産環境対策の実施⽅法の検討等を⾏うための協議会の開催、畜産経営に由

来する臭気の測定⼜は排⽔の⽔質検査を⽀援します。
４ 畜産環境関連施設等導⼊⽀援事業

畜産経営等が⾏う⾼度な畜産環境対策を実施するための施設や施設整備と⼀体的な機械の整備⼜は補改修を⽀
援します。

繁殖基盤の強化を図るため、⾁⽤⽜の繁殖肥育⼀貫経営や地域内⼀貫⽣産を推進すると
ともに、⽣産基盤強化に向けた家畜改良や⾁⽤⽜の出荷時期の早期化等を⽀援します。

【事業名︓畜産⽣産⼒・⽣産体制強化対策事業】

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

対象となる⽅

⽀援内容

農業者団体、⺠間団体

お問い合わせ先

１ 家畜能⼒等向上強化推進 （補助率︓定額、１／２以内）
遺伝的解析情報等を活⽤した新たな評価⼿法や始原⽣殖細胞（PGCs）保存技術等により、⽣涯⽣産性の向上、多

様性を確保した家畜・家禽の系統・品種の活⽤促進、⾁質・繁殖能⼒の改良の加速化、⾁⽤⽜の出荷時期の早期化等を
推進する取組を⽀援します。

２ 繁殖肥育⼀貫経営等育成⽀援（補助率︓定額、１／２以内）
⾁⽤⽜の⽣産基盤の強化を図るため、肥育素⽜の安定的確保に向けた繁殖肥育⼀貫経営や地域内⼀貫⽣産を推進

する取組を⽀援します。
３ 和⽜の信頼確保対策（補助率︓定額）

我が国の貴重な知的財産である和⽜の⾎統に関する信頼を確保するため、遺伝⼦型の検査によるモニタリング調査を推進
する取組を⽀援します。

・最寄りの市町村、都道府県
・農林⽔産省担当課︓
1の事業︓畜産局畜産振興課技術第１班 （TEL︓03-6744-2587）

家畜改良推進班 （TEL︓03-6744-2587）
中⼩家畜振興推進班 （TEL︓03-3591-3656）
技術第２班 （TEL︓03-3591-3656）

２の事業︓ 技術第１班 （TEL︓03-6744-2587）
企画課経営安定班 （TEL︓03-3502-0874）

３の事業︓畜産局畜産振興課技術第１班 （TEL︓03-6744-2587）
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GAPの取組及び認証取得の拡⼤を図っていくために必要な取組を⽀援します。
新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

57 GAPに取り組みたい、GAP認証を取得したい

安定した農畜産物の
⽣産

事業名︓１ グローバル産地づくり緊急対策事業のうち
有機JAS認証、GAP認証取得等⽀援事業等（令和４年度補正）

２ 持続的⽣産強化対策事業のうちGAP拡⼤推進加速化事業（令和５年度当初）

お問い合わせ先

対象となる⽅

⽀援内容

農業者、農事組合法⼈、農事組合法⼈以外の農地所有適格法⼈、農業協同組合、その他農業者の組
織する団体、農畜産物の⽣産を⾏う事業者、これらの者を含む協議会

１ グローバル産地づくり緊急対策事業のうち有機JAS認証、GAP認証取得等⽀援事業等(令和４年度
補正)

（１）有機JAS認証、GAP等認証取得等⽀援事業（補助率︓定額、1/2以内）【農産物】
事業実施主体を通じて、輸出を⽬的にGLOBALG.A.P.、ASIAGAP等の認証取得を⽬指す農業者等

を対象に、認証取得や輸出に係る商談等の取組を⽀援します。
※取組⽬標として、
・令和６年度末までに新たにGAP認証農産物の輸出を⾏うこと
・令和６年度中における農産物の輸出額⼜は輸出数量を令和３年度と⽐して105％以上とすること
・事業実施期間中にGFP輸出診断を受け、かつGAP認証農産物を展⽰商談会に１回以上出展すること
のいずれかを設定することとしています。

（２）GAPの取組を通じた⽣産⼯程管理ツールの活⽤⽀援事業（補助率︓定額）【農産物】
輸出先国により異なる輸⼊条件等に対応するため、農業者等によるGAPの取組を通じた⽣産⼯程管理

ツールの導⼊等を⽀援します。

2 持続的⽣産強化対策事業のうちGAP拡⼤推進加速化事業(令和５年度当初)
(１) 国際⽔準GAP普及推進交付⾦（補助率︓定額） 【農産物】

都道府県向け交付⾦により、GAP指導員による農業者等へのGAP指導活動、環境負荷低減に取り組
む団体のGAP認証取得やGAP農産物の需要を拡⼤していくための商談会への出展を⽀援します。

(２) 畜産GAP拡⼤推進加速化交付⾦（補助率︓定額） 【畜産物】
地域の実情に応じて畜産GAPの取組や認証取得が加速的に進展するよう、指導員の育成から指導員

による経営体の指導及び重点地域のGAP認証取得など都道府県の取組に要する経費を交付します。

１（１）︓株式会社マイファーム export-organic-gap@myfarm.co.jp
１（２）︓株式会社ファーム・アライアンス・マネジメント 03-3265-5090

ウォーターセル株式会社 025-282-7368
2の(1)及び(２)︓最寄りの都道府県

農林⽔産省担当課︓農産局農業環境対策課GAP推進グループ 03-6744-7188
畜産局畜産振興課畜産⽣産⼯程管理班 03-6744-2276
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⾼付加価値化・輸出
の取組

①農林漁業者等が、地域資源を活⽤しつつ、６次産業化の取組により所得の向上及
び雇⽤の創出を図るために必要な加⼯・販売施設等の整備を⽀援します。

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

農林⽔産物等の加⼯・販売のために必要な
機械・施設を導⼊したい

【事業名︓農⼭漁村振興交付⾦（農⼭漁村発イノベーション対策のうち産業⽀援型）】

・ 中⼭間地農業ルネッサンス事業に基づく取組、市町村の６次産業化等戦略に基づく取組、六次産業化・地産地消法⼜は農商⼯等連携促進
法の認定を受けた⽇から２年以内に障害者等を雇⽤する取組については交付率が１/２以内となります。

お問い合わせ先
・最寄りの都道府県
・農林⽔産省担当課︓農村振興局都市農村交流課地域資源活⽤推進班

（TEL:03-6744-2497）

対象となる⽅

⽀援内容

農林漁業者の組織する団体、農林漁業者やその団体と連携して取り組む中⼩企業者

農⼭漁村発イノベーション整備事業（産業⽀援型）
（交付率︓３/１０、交付⾦上限額︓１億円）

六次産業化・地産地消法（※１）⼜は農商⼯等連携促進法（※２）の認定を受けた上記対象者が、制度資⾦等の
融資⼜は出資を活⽤して⾏う、６次産業化に取り組む場合に必要となる加⼯・販売施設等の整備に対して⽀援します。

① 農林漁業者の組織する団体が⾏う農林⽔産物等の加⼯・販売に必要な機械・施設等の整備
② 農林漁業者やその団体と連携する中⼩企業者が⾏う、⾷品等の加⼯・販売のために必要な機械・施設の整備

※１ 地域資源を活⽤した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林⽔産物の利⽤促進に関する法律
※２ 中⼩企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律

◆ 制度資⾦の活⽤ 26番 48ページへ
→ 借⼊希望者やその事業内容に応じて、制度資⾦が利⽤できます

関連する事業

直売所

・ 業務⽤需要に対応したＢtoＢ（事業者向けビジネス）の取組のうち、取引先が求める独⾃の品質及び衛⽣管理の規格⼜は基準に対応する
施設等の整備については交付⾦上限額が２億円以内となります。
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⾼付加価値化・輸出
の取組

②農⼭漁村における定住・交流の促進、農業者の所得向上や雇⽤の増⼤を図るため
の活性化計画の実現に向けて、加⼯・販売施設等の整備を⽀援します。

出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他税制

【事業名︓農⼭漁村振興交付⾦（農⼭漁村発イノベーション対策のうち定住促進・交流対策型）】

お問い合わせ先 ・最寄りの農政局
・農林⽔産省担当課︓農村振興局地域整備課活性化⽀援班（TEL:03-3501-0814）

対象となる⽅

⽀援内容

都道府県、市町村、⼟地改良区、農業協同組合、森林組合、漁業協同組合、PFI事業者、NPO法⼈、農林漁業
者等の組織する団体等

農⼭漁村発イノベーション整備事業（定住促進・交流対策型）
（交付率︓１/２等、交付⾦上限額︓４億円）

農⼭漁村活性化法（※）に基づき、都道府県や市町村が計画主体となり、農⼭漁村における定住促進、農林漁業者
の所得向上や雇⽤の増⼤等、農⼭漁村の活性化のための⽬標等を定めた活性化計画を策定。
活性化計画に定めた⽬標の達成に向け、農林⽔産物等の加⼯・販売施設、地域間交流拠点等の整備を交付⾦により

⽀援します。

① 定住促進対策事業
地域産物の販売額の増加、雇⽤者数の増加などを⽬標として、農⼭漁村の定住促進を図る⽬的で実施するもの。

② 交流対策事業
交流⼈⼝の増加、滞在者数の増加などを⽬標として、農⼭漁村と都市との交流を図る⽬的で実施するもの。

※ 農⼭漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律

認 新認 地域
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⾼付加価値化・輸出
の取組

農⼭漁村における所得の向上と雇⽤機会の確保を図るため、農林⽔産物や農林⽔産業に
関わる多様な地域資源を新分野で活⽤した商品・サービスの開発やこれらに係る研究開発
等の取組を⽀援します。

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

新商品を開発し、販路の開拓を⾏いたい

【事業名︓農⼭漁村振興交付⾦（農⼭漁村発イノベーション対策のうち
農⼭漁村発イノベーション創出⽀援型）】

お問い合わせ先

対象となる⽅

⽀援内容

農林漁業者等、商⼯業者の組織する団体、⺠間事業者、公益社団法⼈ 等

農⼭漁村発イノベーション推進事業
（農⼭漁村発イノベーション創出⽀援型のうち

農⼭漁村発イノベーション推進⽀援事業）

農⼭漁村発イノベーションの実施に必要な経営戦略策定、
販路開拓、ビジネスアイデアの創出、研究・実証事業
等の取組を⽀援します。

（⽀援対象の取組）
① ２次・３次産業と連携した加⼯・直売の取組
② 新商品開発・販路開拓の取組
③ 直売所の売上向上に向けた多様な取組
④ 多様な地域資源を新分野で活⽤する取組
（※取組に係る施設整備（耐⽤年数が３年以内

のものに限る）も⽀援対象）
〇事業期間︓上限２年間
〇交付率︓1/2（上限500万円/事業期間）

⑤ 多様な地域資源を活⽤した研究開発・成果利⽤の取組
〇事業期間︓上限２年間
〇交付率︓定額（上限500万円/事業期間）

【留意事項】
事業の実施にあたって、①〜⑤の取組を複数組み合わせて実施

する事も可能（ただし、交付額の上限は500万円）

「農⼭漁村発イノベーション」について︓https://www.maff.go.jp/j/nousin/inobe/index.html

・最寄りの農政局、都道府県
・農林⽔産省担当課︓農村振興局都市農村交流課地域資源活⽤推進班

（TEL︓03-6744-2497）

農産物を利⽤した新商品開発 森林を利⽤したセラピー事業
アロマセラピストと連携

成分分析による新商品開発

農⼭漁村発イノベーションの概念図
○ 農⼭漁村のあらゆる地域資源をフル活⽤した取組を⽀援
○ 他産業起点の取組など他分野との連携を⼀層促進

農⼭漁村発
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
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⾼付加価値化・輸出
の取組

新認 地域 出融資集落営農法⼈ 補助⾦等個⼈ その他認 税制

農林⽔産物・⾷品を輸出したい

①輸出を始めようかな、と思ったらGFP（農林⽔産物・⾷品輸出プロジェクト）に登録を
→輸出拡⼤に向け、輸出にチャレンジする事業者の取組を⽀援します。

GFPとは、Global Farmers / Fishermen / Foresters / Food Manufacturers Projectの
略称であり、農林⽔産省が推進する⽇本の農林⽔産物・⾷品輸出プロジェクトです。
2018年に農林⽔産物・⾷品の輸出に意欲的に取り組もうとする⽣産者・事業者等の連携を図る

「GFPコミュニティサイト」を⽴ち上げ、当該サイトに登録（無料）した者を対象に輸出サポートを⾏ってい
ます。
GFP登録者は、無料で次の⽀援を受けられます。

1. ⽣産者や⾷品製造事業者の登録者を対象に農林⽔産省、経済産業省、国税庁、⾃治
体、ジェトロ等が訪問して⾏う輸出診断

2. GFPコミュニティサイトを活⽤した、⽣産者等が「売りたい」商品、輸出商社等が「買いたい」
商品の掲⽰板への投稿

3. メールマガジンによる規制情報や補助事業の公募等の輸出に関連する情報の提供
4. 登録メンバー同⼠の交流会イベントやセミナー・商談会への参加等

対象となる⽅

⽀援内容

農林⽔産物・⾷品を輸出しようとする国内全ての農林漁業者、⺠間事業者（商社、物流業者、
⺠間団体等）

お問い合わせ先 ・農林⽔産省輸出・国際局輸出⽀援課（TEL: 03-6738-7897）

ご利⽤⽅法

ご不明な点は下記にお問い合わせください。
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⾼付加価値化・輸出
の取組

【事業名︓GFPグローバル産地づくり推進事業（令和5年度当初）】

お問い合わせ先 ・農林⽔産省輸出・国際局輸出⽀援課（TEL:03-6744-7172）
⼜は 最寄りの地⽅農政局経営・事業⽀援部輸出促進課等

②輸出を⽬指す品⽬ごとに産地づくりに取り組みたい

対象となる⽅

農林漁業者や⾷品製造加⼯事業者等を含む３者以上の連携体、協議会、農協、商⼯会議
所、都道府県、市町村等（都道府県等を通じて⽀援）

都道府県と連携し、輸出先国のニーズや規制等に対応した輸出産地の形成を進めるため、
輸出事業計画の策定、⽣産・加⼯体制や商流の構築、効果の検証と計画の⾒直しの
PDCAサイクルの取組により、輸出⽬標を実現するための取組を⽀援します。
※計画期間は３年以内とし、⽣産・加⼯段階での取組を柱に、流通段階のテスト輸送・テス

ト販売などの取組も⽀援します。
※都道府県をまたぐ産地間が連携して形成する産地も対象となります。
※事業実施計画等に所得向上効果の⽬標等を記載し、事業実施後に効果の検証を⾏う

ことが必要です。
都道府県等への補助率（定額）

詳細については、下記にお問い合わせください。

⽀援内容

→輸出先国のニーズや規制に対応した産地づくりに必要な輸出事業計画策定等を⽀援
します。輸出事業計画に沿って実施するハード・ソフト事業が優遇措置等の対象になり
ます。

輸
出
事
業
計
画
भ

策
定
؞
認
定

関連事業の活⽤例︓輸出向け機械・施設の整備、HACCP対応の施設改修・導⼊
輸出に必要な認証取得⽀援 等
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の取組

③海外の⾒本市やサンプルショールームに出展したい、国内外の商談会等に参加したい、
輸出先各国の制度や市場情報を⼊⼿したい。

→JETRO（ジェトロ）が提供するサポートを受けられます。
【事業名︓戦略的輸出拡⼤サポート事業の戦略的輸出拡⼤サポート⽀援事業のうち、

ジェトロによる事業者サポート（令和５年度当初）】

⽀援内容

①主要な海外⾒本市にJETROが設置する「ジャパンパビリオン」に出展することができます。⾒本市の主催
者との⼿続等はJETROがまとめて⾏うため、出展者の⼿間が省略できます。会場装飾費も抑えられ、
出展費⽤の⼀部補助を受けることもできます（⼀部条件あり）。
https://www.jetro.go.jp/industry/foods/foods_schedule.html

②JETROが開催する国内・海外での商談会（オンラインを含む）に無料で参加できます。ただし、交通
費やサンプル輸送費⽤等は参加者の負担となります。
https://www.jetro.go.jp/industry/foods/foods_schedule.html

③JETROが世界複数地域に設置するサンプルショールームに商品を展⽰することができます。展⽰された
商品は、JETROが現地バイヤーに随時紹介し、オンライン商談につなげることもできます。
https://www.jetro.go.jp/services/sample_showroom.html

（令和５年度４⽉下旬以降開設予定）

④海外市場の動向や輸出先国の規制等の情報をJETROポータルサイトで調べることができます。
https://www.jetro.go.jp/agriportal.html

⑤輸出先国の規制への対応や⼿続き等について、JETROの「農林⽔産物・⾷品輸出相談窓⼝」にて、
電話⼜は対⾯で専⾨家に相談することができます。
http://www.jetro.go.jp/services/advice/agri_foods/

⑥JETROが開催する各種セミナー（オンラインを含む）に参加し、ノウハウを得ることができます。
https://www.jetro.go.jp/industry/foods/foods_schedule.html

①および②のうち、海外での商談会、③について
・JETRO 農林⽔産⾷品部 事業推進課（電話︓03-3582-5546）

②のうち、国内での商談会について
・JETRO 農林⽔産⾷品部 事業推進課（電話︓03-3582-8356）

④について
・JETRO 農林⽔産⾷品部 市場開拓課（電話︓03-3582-5649）

⑤について
・JETRO 農林⽔産物・⾷品輸出相談窓⼝（電話︓03-3582-5646）

⑥について
・JETRO 農林⽔産⾷品部（電話︓03-3582-4966）

お問い合わせ先
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お問い合わせ先

⽀援内容

お問い合わせ先

対象となる⽅

・JETRO 農林⽔産⾷品部 商流構築課（電話︓03-3582-5019）

農林漁業者の組織する団体、商⼯業者の組織する団体、⺠間事業者 等

・新市場の獲得も含め、輸出拡⼤が期待される新規性や先進性を重視した
分野・テーマについて、品⽬⼜は産地を横断して実施するＰＲ活動や販売
促進活動を⽀援します。
なお、本⽀援は、農林⽔産物・⾷品の輸出拡⼤実⾏戦略に掲げる輸出

重点品⽬以外の品⽬を対象とします。
補助率︓定額、１／２

・時期によっては募集を終了している可能性があることをあらかじめ御了承くだ
さい。

【事業名︓戦略的輸出拡⼤サポート事業のうち、分野・テーマ別海外販路開拓対策事業
（令和５年度当初）】

⑤輸出拡⼤に向けた⽇本産農林⽔産物・⾷品の海外販路の開拓・拡⼤に取り組みたい
→新市場の獲得も含め、輸出拡⼤が期待される具体的かつ横断的な分野・テーマについて、

⺠間事業者等による海外販路の開拓・拡⼤の取組を⽀援します。

⽇本⾷フェアによるＰＲ活動

商談会による販売促進活動

⽀援内容

④海外現地で効果のあるプロモーションを実施し、さらに輸出額を伸ばしたい
→⽇本⾷品海外プロモーションセンター（JFOODO ジェイフードー）が海外現地で実施する、

様々な品⽬のプロモーションに参加できます。
【事業名︓戦略的輸出拡⼤サポート事業の戦略的輸出拡⼤サポート⽀援事業のうち、

ＪＦＯＯＤＯによる戦略的プロモーション（令和５年度当初）】

・⽇本⾷品海外プロモーションセンター（ＪＦＯＯＤＯ）
（電話:03-3582-8344、 Mail:JFA@jetro.go.jp)

・対象品⽬及び国・地域は、⽜⾁＜⽶国、欧州＞、⽔産物（ハマチ・ブリ、ホタテ、タイ）＜⽶国、⾹
港、台湾＞、⽇本茶＜⽶国、欧州＞、⽶＜⾹港、シンガポール＞、⽇本酒＜⽶国、中国、⾹港、シ
ンガポール、英国、フランス＞、本格焼酎＜⽶国＞を予定しております。
・JFOODOが実施するプロモーションに参加すると、各種媒体を活⽤した現地での広告やSNS・ウェブ
サイトでの情報発信を⾏うことができます。また、現地取り扱い事業者やインフルエンサーを対象としたイ
ベント等での商品紹介等を⾏うことができます。⼀部品⽬では、販路拡⼤に使える販促ツールが提供さ
れます。
・参加条件・申し込み期限は、こちらからご覧ください。参加登録は無料です。
https://www.jetro.go.jp/jfoodo/project/
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⑥⽇本にいながら世界各地の海外バイヤーや輸出商社と商談がしたい

→海外バイヤーを招へいして開催される⼤規模⾒本市 「“⽇本の⾷品”輸出EXPO」 に
出展できます。

⽀援内容

・ 第7回⼤会は、2023年６⽉21-23⽇に東京ビッグサイトで開催され、新型コロナウイルス感染拡
⼤後、4年ぶりにリアルのみでの開催予定です。

・ ⽇本にいながら海外バイヤーと商談ができます(80ヶ国の来場⾒込み)。さらに、5,000名の国内
商社の来場も⾒込まれており、海外への商流を持つ商社との商談により、輸出未経験企業など、
海外バイヤーとの直接貿易が難しい事業者でも海外への売込みができます。

・ マッチングシステムの活⽤により、事前にバイヤーとのアポ取りができるため、どの国のどんなバイヤーが
来るのか分かった状態で当⽇を迎えることができます。
https://www.jpfood.jp/

“⽇本の⾷品”輸出EXPO事務局
RX JAPAN㈱ 内（担当︓斎藤、⼭中、廣瀬）
（電話︓03-3349-8511）

お問い合わせ先

農林⽔産物、加⼯⾷品等のメーカー、商社、⽣産者 等

対象となる⽅

前回(第6回)会場の様⼦

⑦農産物を輸出するために、輸出相⼿国の残留農薬基準値を知りたい

→コメ、⻘果物、茶の輸出促進を進めていくに当たり、我が国及び主要輸出先国・地域等
の残留農薬基準値や関連する残留農薬規制等を取りまとめ、公表しています。

【事業名︓輸出環境整備推進事業(令和5年度当初)】

・農林⽔産省輸出・国際局輸出⽀援課（TEL:03-3501-4079）

⽀援内容

コメ、⻘果物、茶で使⽤可能な農薬成分の残留基準値が輸出先国・地域と⽇本とで異なることから、
⽇本の基準値を満たしていても輸出先国・地域の基準値を満たせずに輸出できない場合があります。
コメ、⻘果物、茶の輸出促進を進めていくに当たり、輸出先国等の残留農薬基準値や関連する残留農

薬規制等を把握し、これらを踏まえた防除暦等による⽣産を促進する必要があります。
上記の取組の推進を図るため、輸出先国等の残留農薬基準値や関連する残留農薬規制等を取りま

とめ、公表しています。

ご利⽤⽅法

農林⽔産省ホームページをご覧下さい。
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/zannou_kisei.html

その他、ご不明な点があれば、下記にお問い合わせください。

お問い合わせ先
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⑧⻘果物等輸出のために、認証取得や、検査官へい、残留農薬等検査を⾏いたい。

→輸出先国の⾷品安全規制等に対応するため、海外輸出における施設認定や検査に
要する費⽤を⽀援します。 【事業名︓施設認定等検査⽀援事業(令和5年度当初)】

・農林⽔産省輸出・国際局輸出⽀援課（TEL:03-3501-4079）

⽀援内容

お問い合わせ先

1.タイ等向け⻘果物の輸出に必要な選別及び梱包施設に係る認証取得 ・ 維持 ・更新⽀援事業
（補助率︓定額）

事例︓タイ向けにリンゴやイチゴを輸出するために施設認証を取りたい

2.タイ等向け⻘果物の輸出解禁後に必要なロットごとの合同輸出検査等に係る⽀援事業
（補助率︓定額）

事例︓タイにメロンを輸出するためにタイ側検査官と⽇本の検査官との合同輸出検査を受けたい

3.タイ等向け植物由来⾷品の輸出に必要な残留農薬等検査費⽤に係る⽀援事業
（補助率︓１／２）

事例︓EUに緑茶を輸出するために残留農薬検査を受けたい

4.台湾等向け⻘果物の輸出解禁後に必要な輸出先国検査官の招へいに係る⽀援事業
（補助率︓１／２）

事例︓ベトナム向けうんしゅうみかんやインド向けリンゴを輸出するために、登録⽣産園地や
登録選果梱包施設について、輸出先国検査官の査察が必要

農林⽔産省ホームページをご覧下さい。
URLhttps://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/e_support/koubo.html

その他、ご不明な点があれば、下記にお問い合わせください。
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【事業名︓国際的認証資格取得等⽀援事業(令和5年度当初)】

→輸出先国が求める⾷品安全規制等に対応するため、国際的に通⽤する認証の新規取得や
輸出先国において他国産との差別化が図られる規格認証の新規取得を⾏う事業者の取組
を⽀援します。

⑨国際的に通⽤する認証や、他国産との差別化が図られる規格・認証の取得等を⾏いたい

お問い合わせ先 ・農林⽔産省輸出・国際局輸出⽀援課（ TEL: 03-3501-4079）

対象となる⽅

⽀援内容

農林⽔産物・⾷品の輸出に取り組む農林漁業者、⾷品事業者の組織する団体 等

ご利⽤⽅法

補助率︓１／２

輸出拡⼤実⾏戦略に定める重点品⽬等について、事業実施主体が輸出先国・地域が求める検疫等の条
件への新たな対応（⾷⾁処理施設査察、ハラール認証等）、国際的に通⽤する認証の新規取得への取
組（ISO22000等）、輸出先国において他国産との差別化が図られる規格認証等の新規取得への取組
（有機JAS認証等）等を⾏うために必要な経費（⻘果物について、輸出解禁後に必要となる輸出先国検
査官の招へいに係るものを除く。）を補助します。

農林⽔産省ホームページをご覧下さい。
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/e_support/koubo.html

その他、ご不明な点があれば、下記にお問い合わせください。
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⑨原発事故に伴う輸出証明書を発⾏してほしい
→農林⽔産省のホームページをご確認の上、証明書申請窓⼝にお問い合わせください。

お問い合わせ先 ・農林⽔産省輸出・国際局輸出⽀援課（TEL:03-6744-7185）

対象となる⽅

⽀援内容

輸出証明書の提出が必要な国・地域に農林⽔産物・⾷品を輸出しようとする農林漁業者、
⺠間事業者等

東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所事故を受けて、諸外国・地域が実施している輸⼊規制に対応し
て、⽇本から⾷品等を輸出する際に必要な証明書の発⾏を⾏うとともに関係する情報を農林⽔産省
ホームページで提供しています。
政府が発⾏する輸出証明書（放射性物質検査証明書、産地証明書等）を農林⽔産省の各農

政局等で発⾏しており、インターネットによる申請となっています（利⽤にあたっては、gBizIDの取得が
必要となります。）。
証明書の発⾏申請については、下記にお問い合わせ下さい。

ご利⽤⽅法

農林⽔産省ホームページをご覧下さい。
https://www.maff.go.jp/j/export/e_shoumei/index.html

その他、ご不明な点があれば、下記にお問い合わせください。
※具体的な申請⼿続についてはこちらの窓⼝へお問い合わせください。

⇒諸外国・地域向け輸出証明書の申請窓⼝⼀覧
https://www.maff.go.jp/j/export/e_shoumei/pdf/syomei_shinsei_madoguchi.pdf

輸出証明書の発⾏
についてはこちら

輸⼊規制の
状況についてはこちら
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⑩輸出先国の規制に対応するための施設・機器を整備したい
→輸出向けHACCP認定の取得等に必要な施設・機器の整備を⽀援します。

【事業名︓⾷品産業の輸出向けHACCP等対応施設整備事業(令和５年度当初)】

お問い合わせ先 ・農林⽔産省輸出・国際局輸出⽀援課（TEL:03-6744-7184）

対象となる⽅

⽀援内容

⾷品製造事業者等や製造・加⼯、流通等の事業を⾏う農林漁業者

① 施設等整備事業
輸出先国の求める基準・条件等の規制に対応するための、製造・加⼯、流通等の施設の新設（か

かり増し経費）及び改修、機器の整備に係る経費を⽀援します。
・ ＨＡＣＣＰ等の認定取得に必要な規格を満たすための施設・設備
・ ＩＳＯ22000、ＦＳＳＣ22000、ＪＦＳーＣ等の認証取得に必要な規格を満たすための

施設・設備
・ 検疫や添加物等の規制に対応した製品の製造に必要な施設・設備

② 効果促進事業
施設整備と⼀体的に⾏い、その効果を⾼めるために必要なコンサル費等の経費を⽀援します。

輸出向けHACCP認定の取得等に必要な施設・機器整備⽀援
（交付率︓1/2以内、上限額︓３億円）

以下のような施設の整備が可能です。

特徴

施設の衛⽣管理の強化に向けた
排⽔溝、床、壁等の改修

温度管理を要する
装置・設備の導⼊

排⽔溝

製造ラインに輸出専⽤のミ
キサーを追加導⼊し、添加
物混⼊を回避
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https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/nouhakusuishin/nouhaku_top.html
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https://www.facebook.com/nogyokeiei
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